
(２) 人と環境にやさしい安全で 

 住みよいまち 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

・「市民満足度」について 

毎年、実施している市民満足度調査において、各施策の満足度を１００点満点で表示した

ものです。 

計算方法としては、満足を１００点、やや満足を７５点、普通を５０点、やや不満を２５

点、不満を０点として、それぞれの得票数に乗じ合計したものを総得票数で除したものであ

り、５０点で普通となります。 

 



(2) 人と環境にやさしい安全で住みよいまち 

 

【 担当局 】 

 市民政策局、総務局、財政局、健康福祉局、環境局、創造都市推進局、都市整備局、

消防局、上下水道局、教育局 

 

（ 政 策 ） 

 「環境と共生する持続可能な循環型社会の形成」 

 

（ 施 策 ） 

「環境保全活動の推進」、「ごみの発生抑制・減量・リサイクルの推進」、「一般廃棄物 

の適正処理の推進」、「産業廃棄物の適正処理の促進」、「不法投棄の防止」 

 

 「環境保全活動の推進」においては、環境と共生する持続可能な循環型社会の

形成を推進するため、環境保全推進課分室や南部クリーンセンター及びコミュニ

ティセンター等において環境学習事業を実施することにより、環境保全について

の関心を喚起しました。 

また、温室効果ガスの削減に向け、新エネルギー普及促進事業、低排出ガス・

低公害車・省エネルギー車公用車導入事業及び緑のカーテン事業に取り組みまし

た。また、持続可能な低炭素都市・高松の実現を目指し、市民・事業者・市の各

主体が、それぞれの役割に応じて総合的かつ計画的に推進するため、地球温暖化

対策実行計画の進行管理を進め、地球温暖化対策に効果的に取り組みました。さ

らに、市民・事業所・行政が協働し、市内全域で美化活動を行う高松クリーンデ

ー“たかまつきれいでー”等の環境美化推進事業を実施したことにより、環境意

識の向上に寄与しました。 

 

 「ごみの発生抑制・減量・リサイクルの推進」においては、ごみ再資源化事業、

生ごみ処理機等の購入者に対する補助、ごみ分別ガイドブック等の配布による啓

発活動等により、家庭系ごみの減量・資源化を推進しました。また、多量排出事

 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成を図るため、地球温暖化防止など、

地球規模での環境問題への対応として、一人一人が地球環境問題への認識を深めら

れるよう、効果的な意識啓発を行い、市民、事業者、行政が一体となって環境に配

慮した行動を展開するとともに、資源・エネルギーの有効利用の推進や、身近な自

然環境の保全、環境汚染防止の推進、環境保全意識の啓発など、環境保全活動を推

進します。 

 また、ごみの発生抑制・減量・リサイクルを推進するとともに、一般廃棄物、産

業廃棄物の適正処理や不法投棄防止対策に取り組みます。 
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業者に対し、事業系一般廃棄物減量計画書の提出を求めたほか、地球にやさしい

オフィス・地球にやさしい店登録制度の実施により、事業系一般廃棄物の減量・

資源化を推進しました。これらの取組により、ごみ排出量は、１５０，４５２ｔ

になり、資源物の収集量は、３０，０９０ｔになりました。 

 「一般廃棄物の適正処理の推進」においては、スリムで持続可能なごみ処理を

推進するため、家庭から排出されたごみの効率的な収集に努めたほか、南部・西

部両クリーンセンターごみ処理（焼却）施設及び廃棄物再生利用（破砕）施設の

適正かつ効率的な維持管理を行い、再資源化などにより最終処分量の削減を推進

し、最終処分場の延命化を図りました。また、陶最終処分場第３処分地の供用を

開始するとともに、西部クリーンセンター延命化の検討を行うなど、今後の安定

した処理体制の確保に努めました。 

 本市及び処理を受託している三木町・綾川町で収集された、し尿及び浄化槽汚

泥を、衛生処理センターにおいて、適切かつ衛生的に処理し、市民の生活環境の

保全及び公衆衛生の向上に寄与しました。 

「産業廃棄物の適正処理の促進」においては、廃棄物の収集運搬業、処分業及

び施設設置の許可事務を通して、処理業者への適正処理の指導を行うとともに、

パトロールによる不適正処理の未然防止や早期発見、苦情処理及び事業場への立

入検査による改善指導を行い、適正処理の推進に寄与しました。 

 「不法投棄の防止」においては、特に不法投棄が多く見られる山間地に監視カ

メラを設置したほか、職員による、平日や休日・夜間の監視パトロール業務を実

施し、不法投棄防止へ向けて、監視の強化に努めました。 

 また、地区衛生組合やボランティア団体を始めとする各種団体と協働し、各地

域において不法投棄撲滅ふれあいクリーン作戦や、瀬戸・高松広域定住自立圏事

業として隣接町との協働により出会いふれあいクリーン作戦を実施して、 

５，４６９人が参加し、１６．８ｔのごみを回収しました。このクリーン作戦の実

施により、市民の環境美化意識が向上しました。 
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（ 政 策 ） 

「豊かな暮らしを支える生活環境の向上」 

（ 施 策 ） 

「居住環境の整備」、「身近な道路環境の整備」、「みどりのまちづくり」、「河川・港湾

の整備」、「下水道・合併処理浄化槽の整備」 

 「居住環境の整備」においては、市民の居住環境の整備水準の向上を図るため、

市営住宅の建設及び適切な維持管理を行ったほか、適正な開発行為の許可や建築物

等の確認等、住居表示設定、地籍調査を実施したことなどにより、良好な生活基盤

の整備が進みました。 

 「身近な道路環境の整備」においては、道路の点検、修繕を行ったことにより、

良好な道路環境の確保に寄与したほか、適切な道路構造への改良及び建設計画等に

位置付けられている２車線以上の道路の整備を行ったことにより、地域住民の利便

性の向上や安全で安心できる道路環境の向上を推進しました。 

また、橋梁長寿命化修繕計画に基づき、計画的に橋の修繕等を行ったことにより、

管理コストを縮減・平準化するとともに、道路交通の安全性を確保しました。 

 「みどりのまちづくり」においては、市民の生活環境の向上を図るため、公園の

維持管理を自主的に行うボランティア団体として、公園愛護会の育成支援を行った

ことにより、公園愛護会の団体数が１４４団体となったほか、近隣・街区公園など

の整備により、市民一人当たりの都市公園面積が８．１７㎡となりました。そのほ

か、ちびっこ広場の整備や公園の芝生化などの緑化活動を行ったことにより、みど

りあふれる人と環境にやさしい安全で住みよいまちづくりが進展しました。 

 「河川・港湾の整備」においては、その機能を十分に発揮させるため、河川・生

活排水路・港湾・漁港・海岸の各施設の適正な管理及び計画的に整備を行うととも

に、高潮等関連施設整備による施設機能の強化及び県施行海岸・港湾建設事業地元

負担金支出による河川・港湾の整備促進を行ったことなどにより、豊かな暮らしを

支える生活環境が向上しました。 

「下水道・合併処理浄化槽の整備」においては、９，４９１ｍの汚水管渠の整備

 市民の豊かな暮らしを支える生活環境の向上を図るため、生活道路・公園の整備、

緑地の保全を始め、良好な居住環境の整備や地籍調査の推進など、生活基盤の整備・

充実を図ります。 

 また、下水道・合併処理浄化槽の整備を図るとともに、港湾・漁港の整備や河川・

水路環境の保全に努めるなど、都市基盤の充実・強化を図ります。 
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を行い、新たに約３０ｈａの供用を開始するとともに、中部バイパス第２、第３幹

線などの雨水管渠や福岡ポンプ場、屋島西ポンプ場の整備を行い、生活環境の改善

や浸水被害の軽減に寄与しました。 

また、下水処理場やポンプ場の適切な運転・維持管理と、老朽化の進んだ設備の

改築工事により、処理機能を確保するとともに、引き続き再生水を供給して、下水

道資源を有効利用しました。 

さらに、１，００３基の合併処理浄化槽の設置経費、及び１４７基の単独処理浄

化槽から合併処理浄化槽への転換に対する助成を行い、生活雑排水による水質汚濁

の軽減に寄与しました。 
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（ 政 策 ） 

「水を大切にするまちづくり」 

（ 施 策 ） 

「水の循環利用と節水の推進」、「安全で安定した水道水の供給」 

 「水の循環利用と節水の推進」においては、水の持つ多面的な価値を最大限に

発揮させ、豊かな水環境をつくり、良質な水を未来の子どもたちに引き継ぐため

の方向性を示した「高松市持続可能な水環境の形成に関する条例」を制定してい

ます。 

この条例に基づき策定した「水環境基本計画」における施策を積極的に推進す

るとともに、特に水事情の厳しい夏場において、水の有効利用促進事業に取り組

むことにより、市民、事業所の自発的・積極的な節水行動や節水意識の向上を図

ることで、水を大切にするまちづくりに貢献しました。 

 「安全で安定した水道水の供給」においては、県が行う椛川ダム建設事業に対

する負担金の支出を始め、自己処理水源確保のための地下水の開発（奥の池取水

施設電気設備工事）や浅野浄水場整備事業（急速系浄水施設築造など）を施行し

たほか、管網整備事業として、未給水地区への配水管布設工事、合併町との相互

連絡管布設工事、道路改良工事にあわせた配水管布設工事、老朽配水管の布設替

工事などを施行し、安定給水に寄与しました。 

また、小規模貯水槽の点検啓発事業に取り組むとともに、鉛管解消対策事業で

は、あらゆる工事機会を捉えた鉛管の取替えや助成制度の利用促進など、鉛製給

水管の解消に積極的に取り組みました。 

 なお、給水区域外の居住者に対しては、自家用給水装置の費用の一部を補助し、

飲用水の確保に寄与しました。 

 水を大切にするまちづくりを進めるため、雨水や再生水の有効活用など水の循環

利用を推進するとともに、節水行動の定着化など、節水を推進します。 

また、水道事業の経営基盤強化とサービスの向上に努める中で、自己処理水源の

確保や浄水場の整備等を進め、安定給水の確保を図るとともに、水質検査体制の充

実などに努め、安全で良質な水道水の供給を図ります。 
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（ 政 策 ） 

「安全で安心して暮らせる環境の整備」 

（ 施 策 ） 

「消防体制の整備」、「危機管理体制の整備」、「防犯対策の推進」、「生活衛生の向上」、 

「交通安全対策の充実」、「消費者の権利保護と自立促進」 

「消防体制の整備」においては、計画的な消防施設の整備拡充を図り、総合的

な消防力の向上に取り組むため、消防署所等適正配置計画に基づき、東消防署の

移転整備に伴う、庁舎の基本・実施設計を行うとともに、用地造成工事に着手し

たほか、香川・牟礼分署の耐震改修工事を行いました。 

 また、消防車両の老朽化に伴い、常備では、南消防署はしご付消防自動車及び

北消防署電源照明車のオーバーホールを行うとともに、円座出張所、国分寺出張

所の救急自動車を、非常備では、消防ポンプ自動車３台を更新したほか、消防屯

所を移転整備するため、香西分団消防屯所の移転用地を購入するとともに、川添

分団第２部消防屯所の用地造成工事を行いました。 

 さらに、消防緊急情報システム整備事業では、消防救急デジタル無線整備に係

る、庵治・塩江町の無線中継所や、活動波等の整備を行ったほか、消防水利につ

いて、６０㎥型の耐震性防火水槽を３基（松島・伏石・春日町）設置するととも

に、新たに消火栓を３７個設置したことにより、消防体制の更なる充実・強化に

貢献しました。 

 「危機管理体制の整備」においては、災害時に安全に避難できる体制を整備し、

自助・共助・公助の連携の下、被害を最小限に食い止めるため、避難所となる小・

中・高等学校などの耐震化や、災害時の緊急放送体制を整備するためのデジタル

式同報系防災行政無線について、屋外拡声子局の整備を行うとともに、災害発生

時に本市の防災中枢拠点施設となる「高松市危機管理センター（仮称）等」の整

備に向け、基本設計に引き続き実施設計を進めるなどにより、防災体制の整備・

充実が進みました。 

 安全で安心して暮らせる環境の整備を図るため、災害に強い都市の実現を目指し、

防災体制の整備・充実などにより、各種災害への対応能力の向上を図るとともに、

消防力の強化に取り組み、災害・緊急時において、迅速かつ的確に対応できる消防

体制や危機管理体制の整備を図ります。 

 また、市民及び警察等関係機関との連携を強化する中で、防犯対策や交通安全対

策の充実を図るとともに、食品・環境衛生対策など生活衛生の向上、消費者の権利

保護と自立促進に取り組みます。 
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 また、「自分たちのまちは、自分たちで守る」という共助の理念の下、自主防災組

織の結成を積極的に呼びかけ、結成された組織のうち、平成２５年度に申請のあった

６８組織に対して資機材を助成するとともに、防災訓練等を実施しました。さらに、

平成２４年度から小学校区等を単位として、地域の子どもや保護者とも一体となって

行う実践的な防災訓練で使用する資機材等の購入資金を補助する地域防災力強化事業

を実施し、地域防災力の充実強化に寄与しました。 

 「防犯対策の推進」においては、夜間における犯罪を防止し、通行の安全を確

保するとともに、各地区コミュニティ協議会が主体となった防犯活動を活性化す

るために、防犯灯の整備に対して助成を行いました。 

また、犯罪等を未然に防止し、犯罪等を発生させない安全で安心なまちづくりを推

進するため、防犯協会等に対し助成を行うなど、防犯意識の高揚と犯罪の防止に寄与

したほか、地域で取り組む防犯活動を支援したことにより、地域の防犯意識が向上する

などしました。 

 「生活衛生の向上」においては、市内に流通する食品の安全性を確保するため、

飲食店営業施設等に対する監視・指導や食品の収去・検査を実施するなど、食品

衛生対策を推進しました。 

 また、毒物劇物販売業者等に対する監視・指導を実施し、毒物・劇物の適正な

販売及び管理等の体制を確保したことにより、保健衛生上の危害を防止しました。 

 さらに、墓地の清掃など良好な墓地環境の維持管理や斎場業務を円滑に行える

よう、施設の適正な維持管理に努めたことにより、生活環境が向上しました。 

 「交通安全対策の充実」においては、市民の交通安全意識を高め、道路におけ

る交通安全施設の充実を図り、市民が安心して道路を通行することができる社会

をつくるため、高松市交通安全都市推進協議会等へ助成を行うとともに、交通安

全教室や交通安全フェア、交通安全啓発キャンペーンを実施したほか、高齢者運

転免許証返納促進事業の実施、歩道整備、道路標識・道路反射鏡などの交通安全

施設の整備を行い、さらに、交通事故相談を実施したことにより、交通安全教育、

交通安全啓発の推進や、道路交通の安全性の向上、交通事故被害者対策の推進に

寄与しました。 

 「消費者の権利保護と自立促進」においては、安全で快適な消費生活を推進す

るため、省資源・省エネルギー意識の啓発、環境負荷の少ない消費者行動の促進

などを実施したほか、自立した賢い消費者の育成を推進するため、消費者ウィー

クなど各種行事の開催や消費生活相談体制の充実、消費者団体の育成などに取り

組んだことにより、消費者の利益を守り、消費生活の安定と向上に寄与しました。 
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平成２５年度 施策の概要調書

施 策 環境保全活動の推進
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

220,913千円 52.2(52.7)

達成度

2,490 2,035
77.6%

千ｔ－ＣＯ２ 千ｔ－ＣＯ２

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

担当局
財政局、環境局、創造都市推進局、都市整備局

対
象

　市民・事業者

目
的

　一人一人が環境問題を考え、行動するとともに、市民・事業者・行政の協働を進めなが
ら、あらゆる分野において、環境に配慮した持続可能な社会に向けた施策を推進し、人と環
境にやさしいまちづくりとして、良質な環境の保全に努める。

概
要
（

実
績
）

・緑のカーテン事業　　緑のカーテンコンテストを家庭部門、事業所部門等３部門において
実施したところ１０４件の応募があり、地球温暖化防止を考えるきっかけ作りとなった。
・新エネルギー普及促進事業　　太陽光発電システム設置費補助（９８３件　８９，２２８
千円）、太陽熱利用システム設置費補助（１０件　８３５千円）
・電気自動車普及促進事業　　公用車に電気自動車を４台導入するとともに、充電インフラ
の整備のため、道の駅３箇所に急速充電器を設置し、普及促進を図った。
・環境美化推進事業　　高松クリーンデー“たかまつきれいでー”を実施し（参加者数約５
万１千人）、約３５トンのゴミを回収した。
・環境保全推進事業　　環境学習を実施するとともに、環境学習活動を自主的に企画、運
営、実施する団体に対して補助（各１０万円、４団体）するなど、市民の環境意識向上に寄
与した。

成
果
指
標

①

指
標
名

本市域の温室効果ガス排出量 実績値 目標値

指
標
式

地球温暖化対策地方公共団体実行計画策定マニュアル（環境省、２１年６月）により
算出。ただし、実績値は、直近である２２年度の数値）（減少が望ましい）

課
　
題

【財政局】
　低公害車等の導入費用は、非該当車種より高価になりやすいため、用途等を考慮する中
で、補助金の活用やリースを利用して実施していく必要がある。
【環境局】
　循環型社会を形成するため、市民に対し環境問題意識の啓発に努め、市民・事業者・行政
が、連携して環境保全活動に取り組む必要がある。
【創造都市推進局】
　補助事業終了後も、里山やため池の保全活動が継続して実施されるよう、地域住民へ里山
やため池に対する保全の大切さを認識していただくことが必要である。
【都市整備局】
　市が管理する道路等の施設管理には、地元市民団体の協力が不可欠であることから、市民
との協働事業として、環境意識の向上を図る必要がある。
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

2

緑のカーテン事業 　つる性植物を建物の壁面にはわせ、電力エネルギーの節約や二酸化
炭素の吸収源としての効果が期待される緑のカーテンを環境業務セン
ター等で実施した。
　また、緑のカーテン・コンテストを例年開催し、入賞者については
「ストップ！地球温暖化展」の中で表彰を行い、緑のカーテンの普
及・啓発に努めた。

181千円

環境局

環境保全推進課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

「いざ里山」市民活動
支援事業

　高松の特色のある里山を保全するとともに、市民が身近な自然を見
直すきっかけづくりのため、地域住民等が行う里山の保全活動を支援
する事業で、平成２４年度において新たに１団体を加え、合わせて１
１団体の活動を支援している。
　①日山　②堂山　③勝賀山　④浄願寺山　⑤石清尾山　⑥由良山
⑦久米山　⑧薬師山　⑨タカト山（女木島）　⑩上佐山　⑪まぐさ山

976千円

創造都市推進局

農林水産課

3

地球温暖化対策推進事
業

　有識者等で構成する「高松市地球温暖化対策実行計画推進協議会」
において、高松市地球温暖化対策実行計画の取組状況を報告した。
　また、地球温暖化対策実践活動促進事業補助金交付要綱を制定し、
地球温暖化対策に取り組む団体に補助金を交付するとともに、「ス
トップ！地球温暖化展」の開催など啓発活動を実施した。

498千円

環境局

地球温暖化対策室

4

環境保全推進事業 　６月の環境月間に合わせ、環境展を実施するとともに、環境活動団
体との協働による環境学習の実施により、市民の環境意識の向上を
図った。また、本市の環境に関する施策を取りまとめた環境白書を発
行した。

9,172千円

環境局

環境保全推進課

5

環境美化推進事業 　「高松クリーンデー“たかまつきれいでー”」や「サンポート高松
中央通り等一斉清掃」を実施し、市民、事業者、ボランティア、行政
の協働による美化活動を促進するとともに「環境美化推進運動功労者
表彰」などを行うことによって、市民の環境美化意識の向上を図っ
た。

1,200千円

環境局

環境保全推進課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

6

衛生組合活動促進事業 　高松市衛生組合連合会に対する運営助成のほか、各地区衛生組合協
議会が実施する清掃活動（クリーン高松推進事業）の保険加入及び啓
発活動について補助金を支出し、地域住民が主体となった環境美化活
動やごみの適正排出等の活動を促進した。

4,490千円

環境局

環境総務課

7

公衆便所管理等事業 　市内２３箇所に設置する公衆便所の衛生的な維持管理に努めた。
　また、民間施設の既存トイレが広く市民に利用できる環境が整って
いることから、市民トイレ制度を廃止した。

14,390千円

環境局

環境施設対策課

8

たかまつマイロード事
業

　自発的に、市が管理する道路の清掃等を行う道路愛護団体の活動を
支援することにより、道路の環境美化だけでなく、道路への愛護意識
の高揚を図るとともに、道路利用者のマナー向上の啓発活動を実施し
た。

2,919千円

都市整備局

道路管理課

9

コミュニティ広場管理
事業

　まちのオアシスとして、美観上・風致上のモデル地区と位置付けら
れた、北部コミュニティ広場、兵庫町広場及び田町コミュニテイ広場
を市民の憩いの場として提供するとともに、道路空間の環境保全に寄
与した。

606千円

都市整備局

道路管理課

10

大気汚染防止対策事業 　市内の大気の常時監視を行い、その状況の確認を行った。
　また、事業場への立入り検査を行い、大気汚染の未然防止を行っ
た。
　さらに、苦情処理による改善指導を行い、大気環境保全の促進に寄
与した。

50,695千円

環境局

環境指導課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

11

水質汚濁防止対策事業 　市内の河川等水質検査を行い、水環境の状況を把握した。
　また、事業場への立入り検査を行い、水質汚濁の未然防止を行っ
た。
　さらに、苦情処理による改善指導を行い、水質環境保全の促進に寄
与した。

12,151千円

環境局

環境指導課

12

環境基本計画推進事業 　環境保全及び環境創造に関する施策を総合的・計画的に推進するた
め、環境基本計画の実施状況について環境審議会において審議し、環
境白書内で公表した。

78千円

環境局

環境総務課

13

低排出ガス・低公害
車・省エネルギー車公
用車導入事業

　公用車の更新等において、費用の平準化、メンテナンス等のコスト
ダウンの観点からリースにより、平成１７年度排出ガス基準５０パー
セント低減レベル以上、グリーン購入ガイドライン適合車の導入を
行った。

1,874千円

財政局

財産経営課

14

南部クリーンセンター
環境学習事業

　施設見学を通じて、自分たちの出したごみ処理の現状と課題を学習
する機会を提供した。
　また、展示ギャラリーでは、環境パネルのほか、環境に関する図書
やインターネットなどを利用した環境問題を考える機会を提供し、地
球規模での温暖化対策の必要性を啓発するとともに、学習室では、紙
すきや工作教室などを開催して、楽しみながら、リサイクルを体験し
てもらった。

　エコホタル利用者数　３，０１５人
　自主企画講座回数（見学会を含む。）１３回

618千円

環境局

南部クリーンセンター

15

公害対策事業 　公害苦情相談員等ブロック会議に出席し、複雑多様化する住民ニー
ズ等に対応するため、幅広い情報を得た。

233千円

環境局

環境指導課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

16

騒音・振動・悪臭規制
事業

　騒音、振動調査を行い、その状況を把握した。
　また、苦情処理による改善指導を行い、騒音、振動、悪臭に係る環
境保全の促進に寄与した。

819千円

環境局

環境指導課

17

新エネルギー普及促進
事業

　太陽光発電システム及び太陽熱利用システムの設置に対して助成を
行い、二酸化炭素を排出しないクリーンエネルギーの利用によって地
球温暖化防止を推進した。
　また、市民参加による太陽光等の利用促進を図るため、クリーンエ
ネルギー活用研究事業を県委託事業として実施した。

90,063千円

環境局

環境保全推進課

18

「ため池守り隊」市民
活動支援事業

　農家の高齢化等により適正な管理が困難になっている用途地域内の
ため池について、ため池管理者だけでなく地域住民も参加する清掃活
動等を支援する事業で、平成２５年度は８地区、１４ため池で実施し
た。

・沖ノ池（上天神町）　　　　・野田池（松縄町）
・平田池（高松町・牟礼町）　・道　池（太田上町）
・屋島東地区３池（屋島東町）・長　池（林町）
・蓑坂池（国分寺町）　　　　・屋島東継信池地区５池（屋島東町）

2,088千円

創造都市推進局

土地改良課

19

電気自動車普及促進事
業

　市域における温室効果ガス排出量の抑制を図るため、走行時に二酸
化炭素を排出しない電気自動車４台を公用車に率先的に導入するとと
もに、車体ラッピングを行い市内を走らせることにより、普及啓発を
実施した。
　また、電気自動車の利用促進を図るため、市内３カ所の道の駅に急
速充電器を設置した。

24,895千円

環境局

地球温暖化対策室

20

市有財産を活用した再
生可能エネルギーの普
及促進事業

　再生可能エネルギーの普及促進を図るため、市有施設への太陽光発
電設備の設置について検討を行ったほか、平成２４年７月から開始さ
れた再生可能エネルギーの固定価格買取制度を活用して、市内２カ所
の市有地を太陽光発電事業者等に有償で貸し出した。

712千円

環境局

地球温暖化対策室
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

21

ＥＳＣＯ事業 　市有施設の省エネルギー化を図るため、ＥＳＣＯ事業導入可能性調
査を行った。調査の結果、ＥＳＣＯ事業の導入は困難との結論となっ
たが、調査内容を参考に一部施設において照明をＬＥＤに交換するな
ど、各施設の省エネ改修の参考とした。
※ＥＳＣＯ（Ｅｎｅｒｇｙ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｃｏｍｐａｎｙ）事業
　省エネルギーの専門事業者（ＥＳＣＯ事業者）が包括的サービス
　（設計・施工・管理等）を顧客（市）に提供して、省エネルギーと
　コスト削減を実施するもの。

1,995千円

環境局

地球温暖化対策室

22

瀬戸内海環境啓発事業 　瀬戸内海環境保全特別措置法制定40周年の記念式典に合わせて、瀬
戸内海に関する環境啓発事業として、パネル展示及び模擬干潟体験を
行った。

260千円

環境局

環境指導課
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平成２５年度 施策の概要調書

対
象

　ごみを排出する市内の家庭や事業所

目
的

　消費・廃棄についてのライフスタイルを見直し、ごみの発生抑制・減量・リサイクルを推
進する。

概
要
（

実
績
）

・家庭から回収した資源ごみの再資源化　　　　　資源ごみ回収量　　３０，０９０ｔ
・有料指定収集袋作製，配送・在庫管理
　　　指定収集袋作成枚数　大　４５５万枚　中　５５０万枚　小　６４５万枚
　　　　　　　　　　　　　特小　５６０万枚
・ごみ分別ガイドブックの増刷・転入世帯等への配布　２４，０００部
・ごみ収集カレンダーの作成・配布　１７４，０００枚
・生ごみ処理機等購入補助　　　　　　　　　　　２４１基
・レジ袋等の削減に関する協定締結１２事業者の店舗内告知啓発用看板の作成・設置
・事業系一般廃棄物減量等計画書の提出依頼　　　対象事業所　３５４事業所
・事業系廃棄物の減量・資源化優良事業者の表彰　　２事業者

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

担当局
環境局

施 策 ごみの発生抑制・減量・リサイクルの推進
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

382,585千円 62.7(58.5)

②

指
標
名

達成度

150,452 163,150

再生利用量（ごみ） 実績値 目標値 達成度

30,090 37,340
80.6%

ｔ ｔ

ｔ

課
　
題

　市民・事業者の「ごみの発生抑制」に対する意識の向上を図るとともに、分別の徹底など
により、より一層の減量・資源化を進める必要がある。

指
標
式

本市における年度当たりの資源化量

成
果
指
標

①

指
標
名

ごみ排出量 実績値 目標値

指
標
式

本市における年度当たりのごみ総排出量（減少が望ましい）

107.8%
ｔ
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

5

ごみ減量・資源化啓発
事業

　「ごみ分別ガイドブック」・「ごみ収集カレンダー」、小学校社会
科副読本「きれいな高松に～くらしとごみ～」の作製・配布によるご
みの発生抑制やリサイクルの推進及び高松市リサイクル推進員の各校
区への配置による地域ぐるみの主体的なリサイクルを推進した。

【社会科副読本（小学校４年生）　　　　　　　　３２４千円】
【ごみ収集カレンダー（全世帯）　　　　　　２，５０２千円】
【ごみ分別ガイドブック（増刷・転入世帯分）　　８１６千円】
【リサイクル推進員　　　　　　　　　　　　１，４１５千円】

5,056千円

環境局

環境保全推進課

3

家庭系ごみ有料化事業 　家庭系ごみ有料化事業の実施に当たって使用する有料指定収集袋に
つき、その製造、収納事務（スーパーなどの店舗における一般廃棄物
処理手数料収納事務）及び配送・在庫管理に関する事務を行った。
　特に、平成２６年４月１日の消費税改定にかかる当該手数料の円滑
かつ適正な転嫁のために、収納事務を委託する取扱店への周知徹底を
図ると共に、広報たかまつ・ホームページ等で市民への周知を行っ
た。
　また、翌年度以後の取扱委託料の適正化にも寄与した。

191,705千円

環境局

環境保全推進課

4

家庭系ごみ減量推進事
業

　生ごみ処理機等の購入補助を行い、家庭系ごみの減量・資源化を推
進した。
　　　　　　　生ごみ堆肥化容器　　　　生ごみ処理機
補助基数　　　１世帯につき２基　　　１世帯につき１基
補助限度額　　３，０００円　　　　　　２０，０００円
補助率　　　　購入価格の１／２　　　購入価格の１／２
【生ごみ堆肥化容器購入補助金　１５６基　　　４２８千円】
【生ごみ処理機購入補助金　　　　８５基　１，６５０千円】

2,078千円

環境局

環境保全推進課

担当課

1

レジ袋等削減推進事業 　レジ袋削減協定締結事業者の買い物袋持参によるレジ袋削減をより
効果的に推進するため、レジ袋削減キャンペーンの発展型として、店
舗内告知啓発用看板を作製し、協定締結事業者の店舗入口やレジ横等
消費者の目に触れやすいエリアに設置し、視覚効果の増大による意識
啓発を推進した。

190千円

環境局

環境保全推進課

2

事業系ごみ減量推進事
業

　多量排出事業者に対して「事業系一般廃棄物減量等計画書」の提出
を依頼した。
　事業系廃棄物の減量・資源化について、優秀な取り組みをしている
２事業者を表彰した。【表彰状及び額　　２２千円】

22千円

環境局

環境保全推進課

事務事業名及び事業費
事業内容
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

6

ごみ再資源化事業 　家庭から出された缶・びん・ペットボトル、プラスチック、紙類等
の資源ごみに再資源化のための中間処理を行い、プラスチック、色つ
きのびんについては日本容器包装リサイクル協会に引渡し（処理にか
かる経費の負担はなし）、缶・びん・ペットボトル・紙類など有価に
て売払いできるものは専門業者に売却した。

183,534千円

環境局

環境保全推進課
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平成２５年度 施策の概要調書

施 策 一般廃棄物の適正処理の推進
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

3,954,299千円 58.4(56.7)

達成度

14,028 14,400
102.6%

ｔ ｔ

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

担当局
環境局

対
象

　市民

目
的

　ごみ及びし尿の適正かつ効率的な処理を推進するとともに、将来に向けて安定した処理体
制を構築することにより、生活環境保全及び公衆衛生の向上を図り、循環型社会の形成に寄
与する。

成
果
指
標

①

指
標
名

最終処分量（一般廃棄物） 実績値 目標値

指
標
式

本市における年度当たりの最終処分量（減少が望ましい）

概
要
（

実
績
）

・一般廃棄物処理基本計画のごみ減量化目標等の見直しを行い、更なる減量・資源化の推進
を行った。
・家庭から排出されたごみの効率的な収集を進めた。
・ごみステーションの適正管理を行うためパトロールや看板配布等の啓発活動を行った。
・南部・西部クリーンセンター焼却施設、南部再生利用施設・西部破砕施設の適正かつ効率
的な維持管理に努め、再資源化や廃棄物の減容化を行うことにより、最終処分量の削減を推
進し、最終処分場の延命化を図った。また、陶最終処分場第３処分地の整備を行い、平成２
６年３月から供用を開始した。
・西部クリーンセンター延命化の検討を行った。
・し尿及び浄化槽汚泥を衛生処理センターにおいて適切かつ衛生的な処理を行い、市民の生
活環境の保全及び公衆衛生の向上を図った。

課
　
題

・ごみの適正処理を確保した上で、新たなごみ減量・資源化策の検討や、より効率的な収集
体制の構築を図る必要がある。
・西部クリーンセンター施設の老朽化に伴い、適切な運営及び効率的な延命化を図るため、
地元と連携しながら、大規模改修工事を着実に進めて行く必要がある。
・し尿の処理については、その発生量（処理量）が減少傾向にあること、及び衛生処理セン
ターの使用期限（平成２８年度末）を踏まえ、より効率的な処理方法として、２９年度から
下水道とし尿等の共同処理を導入するため、上下水道局と調整し、中継所に前処理施設を建
設する必要がある。
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

5

ごみ処理関連施設統廃
合整備事業

　香川一般廃棄物埋立処分場は廃止へ向けて水質検査、ガス発生量及
び埋立地内部温度等に関する調査を行った。
　庵治最終処分場は整地工事を終了し、廃止へ向けて水質検査、ガス
発生量及び埋立地内部温度等に関する調査を開始した。

7,815千円

環境局

環境施設対策課

3

ごみ適正処理指導事業 　市内全域のごみステーションをパトロールし、不適正なごみが日常
的に出されているごみステーションの管理者や使用者に対して、ごみ
ステーションの適正管理指導や看板を掲示する等の啓発活動を行い、
適正なごみステーションの管理指導に寄与した。
　また、今年度より新たな取組として、全国に先駆けて、香川県を中
心に、行政や関係機関と連携し、香川県海ごみ対策推進協議会を設置
するとともに、本市においては、３，７５０㎏の海底堆積ごみを回収
するなど、海ごみ対策の推進に寄与した。

3,579千円

環境局

適正処理対策室

4

ごみ収集運搬事業 　旧高松市の家庭から排出された、破砕ごみ、缶・ビン・ペットボト
ルとプラスチック容器包装の約半分及び合併地区を含めた市全域の臨
時・粗大ごみを直営で回収したほか、旧高松市の可燃ごみ、紙・布類
とプラスチック容器包装の約半分に加え、合併地区の定期収集ごみを
委託により収集した。

1,417,125千円

環境局

環境業務課

2,219千円

環境局

環境総務課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

安原地区香東川親水
ゾーン整備事業

　南部クリーンセンター整備に伴う周辺生活環境整備事業として、塩
江町安原地区の活性化と自然環境の保全を図るため、香東川周辺を潤
いと安らぎの親水ゾーンとして整備した。
　なお、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費１９，８４５，８１２円）

52,327千円

環境局

環境施設対策課

2

ごみ処理計画推進事業 　廃棄物減量等推進審議会を開催し、高松市一般廃棄物処理基本計画
の見直しや、一般廃棄物の適正処理、減量、再生利用の推進に関する
事項を審議し、環境と共生する持続可能な循環型社会の形成に寄与し
た。
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

9

西部クリーンセンター
管理運営事業（焼却処
理）

　焼却施設を適正に維持管理しながら、可燃ごみを焼却（中間）処理
し、廃棄物の減容化を行うことにより、最終処分量の削減を推進し、
最終処分場の延命化に寄与した。

416,048千円

環境局

西部クリーンセンター

10

し尿処理事務事業 　浸水被災世帯への緊急し尿収集の補助を行う事業であるが、平成２
５年度は実績がなかった。

環境局

衛生処理センター

7

南部クリーンセンター
管理運営事業

　特別目的会社との間に締結した平成３０年度までの長期一括委託契
約により、ごみ処理施設、廃棄物再生利用施設、埋立処分地等につい
て、一体的かつ効率的な管理運営を行った。ごみの搬入検査を行い、
不適正物の混入防止・排除によるごみ処理の適正化の一層の推進に寄
与した。

1,209,516千円

環境局

南部クリーンセンター

8

南部クリーンセンター
場内整備事業

　南部クリーンセンター整備に伴う周辺環境整備事業を行った。

2,206千円

環境局

環境施設対策課

6

ごみ最終処分場管理事
業

　陶最終処分場第２処分地では、中間処理後の残渣等を埋立処分する
ことにより、減容化や安定化を推進するとともに、第３処分地の供用
を開始した。
　また、第２・第３処分地や埋立が終了した第１処分地・千疋処分
地・香川一般廃棄物埋立処分場、平成２５年度終了の庵治最終処分場
では、埋立地からの汚水（浸出水）の処理を行い、周辺環境の保全及
び生活衛生の向上に寄与した。82,260千円

環境局

西部クリーンセンター
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

15

離島し尿収集事業 　離島の特殊事情を勘案し、し尿収集の円滑化と住民の負担軽減を図
るため，収集業者に交付金を交付した。
　なお、２６年度から事業内容を拡充し、定期のし尿収集時に合わせ
て浄化槽清掃を行う場合の航送料についても交付金の対象とすること
を決定した。

8,268千円

環境局

衛生処理センター

13

衛生処理センター環境
整備事業

　衛生処理センター周辺地域の環境保全を図るため、環境整備事業を
行った。

50千円

環境局

衛生処理センター

14

衛生処理センター中継
所運営事業

　本市及び処理を受託している三木町・綾川町で収集されたし尿及び
浄化槽汚泥の全量を、衛生処理センターへ海上輸送するための中継貯
留施設として、中継所の運営管理を適切に行った。

155,562千円

環境局

衛生処理センター

11

し尿中継貯留槽管理事
業

　合併地区等に設置しているし尿中継貯留槽の維持管理を適切に行っ
た。

3,987千円

環境局

衛生処理センター

12

衛生処理センター運営
事業

　本市及び処理を受託している三木町・綾川町で収集されたし尿及び
浄化槽汚泥を処理するため、衛生処理センターの管理運営を適切に
行った。

204,900千円

環境局

衛生処理センター
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

17

西部クリーンセンター
管理運営事業（破砕処
理）

　破砕施設を適正に維持管理しながら、有害物等を排除した後の破砕
ごみを破砕・選別（中間）処理し、有価物の再資源化（リサイクル）
や廃棄物の減容化を行うことにより、最終処分量の削減を推進し，最
終処分場の延命化に寄与した。

294,905千円

環境局

西部クリーンセンター

18

汚水処理施設共同整備
事業

　中継所において前処理施設を整備するため、実施設計を行った。

14,558千円

環境局

衛生処理センター

16

一般廃棄物最終処分場
整備事業

　陶最終処分場第３処分地の周辺対策事業として、町道団子出線の道
路拡幅工事を行った。
　なお、国の補正予算に係る前倒し執行のため、年度内に事業の完了
が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１４，５８０，０００円）
　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費４８，５４０，７５０円）78,974千円

環境局

環境施設対策課
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平成２５年度 施策の概要調書

課
　
題

　産業廃棄物の事業者の処理責任や収集運搬・処分を行う者の責務について、更に理解を深
めてもらう必要がある。

不適正な保管等の量（産業廃棄物） 実績値 目標値

指
標
式

環境省に報告した、年度末の産業廃棄物の不適正な保管量等の合計（減少が望まし
い）

達成度

11,673 19,000
138.6%

ｔ ｔ

指
標
名

目
的

　産業廃棄物の排出抑制、適正処理等を促進し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図
る。

概
要
（

実
績
）

　許可事務や苦情処理等を通じて、産業廃棄物の排出抑制、適正処理等の促進に努めた。
　・平成２５年度中における許可件数
　　　産業廃棄物処理業　３８件
　　　特別管理産業廃棄物処理業　８件
　　　産業廃棄物処理施設　４件　　　　　計　５０件
　・平成２５年度中における苦情処理件数
　　　産業廃棄物不法投棄　９件
　　　野外焼却　１９件
　　　不適正保管　３件
　　　その他　５件　　　　　　　　　　計　３６件

成
果
指
標

①

対
象

　産業廃棄物の事業者、収集運搬・処分を行う者等

施 策 産業廃棄物の適正処理の促進
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

9,009千円 51.8(50.7)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

担当局
環境局
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

担当課

1

産業廃棄物適正処理指
導事業

　廃棄物の収集運搬業、処分業及び施設設置の許可事務を通して処理
業者への適正処理の指導を行うとともに、パトロールによる不適正処
理の未然防止や早期発見、苦情処理及び事業場への立入検査による改
善指導を行い、適正処理の促進に一定の効果を得た。

9,009千円

環境局

環境指導課

事務事業名及び事業費
事業内容
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平成２５年度 施策の概要調書

対
象

　高松市内全域における不法投棄が見られる地域

施 策 不法投棄の防止
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

1,489千円 48.0(44.9)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 環境と共生する持続可能な循環型社会の形成

担当局
環境局

目
的

　不法投棄を防止するとともに、市民の環境美化意識の揚を図ることによって、清潔で美し
い高松を実現する。

目標値

概
要
（

実
績
）

　山間地や海岸線などの広範囲に渡る不法投棄ごみが見られる地域においては、行政と住民
が連携して、不法投棄撲滅ふれあいクリーン作戦を実施し、不法投棄されているごみの回収
を行うことにより、地域の環境美化と環境意識の向上に努めた。

指
標
式

クリーン作戦の参加者の合計

達成度

5,469 6,600
82.9%

人 人

不法投棄撲滅クリーン作戦の参加者数 実績値

成
果
指
標

①

指
標
名

課
　
題

　不法投棄撲滅ふれあいクリーン作戦を通して、更に、不法投棄防止対策に対する啓発を行
う。
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

高松ふれあいクリーン
事業

　不法投棄が特に多く見られる山間部や海岸線地域において、不法投
棄の撲滅に向けて、行政と企業及び企業・ボランティアが協働して、
不法投棄撲滅ふれあいクリーン作戦を実施することにより、不法投棄
されているごみの回収を行うとともに、地区一斉清掃等への支援を継
続し、地域の環境美化と市民の環境美化意識の高揚に寄与した。

87千円

環境局

適正処理対策室

2

不法投棄防止対策事業 　不法投棄については、市内全域における不法投棄が見られる地域
を、職員による監視パトロールを充実・強化して実施するとともに、
不法投棄行為者の特定調査や指導を行い、不法投棄ごみの早期処理に
寄与した。
　また、不法投棄の抑止効果が高い監視カメラや啓発看板を設置し
て、不法投棄の未然防止・早期発見・早期処理に努めたほか、保育所
や幼稚園、小・中学校等で次世代を担う子ども達に対して、環境啓発
学習を積極的に実施した。

1,402千円

環境局

適正処理対策室
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平成２５年度 施策の概要調書

施 策 居住環境の整備
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

562,145千円 48.4(47.1)

②

指
標
名

達成度

4,230 4,264
99.2%

戸 戸

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 豊かな暮らしを支える生活環境の向上

担当局
創造都市推進局、都市整備局

対
象

　市民（市営住宅の入居者及び入居申込者、住居表示実施区域内の住民、地籍調査計画区域
内の関係権利者、開発行為をしようとする者、建築物を建築しようとする者等）

目
的

　市営住宅の建設・適切な維持管理、住居表示設定、地籍調査の実施、開発行為や建築に係
る許認可事務を適正に実施することにより、居住環境の整備水準の向上を目指す。

概
要
（

実
績
）

・市営住宅の維持管理、空家修繕、建替えを行うことにより、低廉な家賃住宅を供給した。
・住居表示実施区域内での新規表示設定を実施したことにより、住所の明確化に効果があっ
　た。
・地籍調査の実施により、生活基盤の整備充実及び居住環境の整備に役立てた。
・開発行為の許可等の事務を適正に実施したことにより、良好な居住環境の向上に寄与した｡
・建築確認、完了検査等の事務を適正に実施したことにより、良好な居住環境の向上に寄与
　した。

開発行為の許可件数 実績値 目標値 達成度

241 246
98.0%

件 件
指
標
式

都市計画法に適合した開発行為の件数

③

指
標
名

完了検査済証交付件数 実績値 目標値 達成度

106 119
89.1%

件 件
指
標
式

建築基準法に適合した建築物の戸数

成
果
指
標

①

指
標
名

市営住宅の戸数 実績値 目標値

指
標
式

公営住宅の供給戸数

課
　
題

【創造都市推進局】
　地籍調査は、災害時の復興事業を円滑に進めるためにも有効な事業であるため、調査の進
捗率の向上が課題となっている。
【都市整備局】
　市営住宅においては、老朽化による維持管理費等の増加と長寿命化計画に沿った効率的な
事業実施が課題となっている。また、建築物等の確認等の事務においては、完了検査済証の
交付率の向上が課題となっている。
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

2

市営住宅建設事業 　住宅困窮者に対する住宅セーフティネットとしての公営住宅の役割
を担うため、建築年度が古く、老朽化が進んでいる市営住宅の建替え
整備を行うことにより、安全・安心で快適な居住環境の整備を推進し
た。
　なお、上之町Ｂ団地（５６戸）については、解体工事を実施した。

84,574千円

都市整備局

住宅課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

市営住宅管理事業 　住宅困窮者に対する住宅セーフティネットとしての公営住宅の役割
を担うため、空家募集用住宅の改修工事を行ったほか、浄化槽、上下
水道施設、エレベータ、消防施設の保守等、市営住宅の維持管理を
行ったことにより、安全、安心で快適な居住環境の維持に寄与した。

420,067千円

都市整備局

住宅課

3

住居表示管理事業 　市内の中心部において、土地の分合筆により、欠番や飛び番が多く
なり、住所が分かりにくいことに対応するため、土地所在地とは別
に、住居ごとに、番号を付す住居表示制度を昭和３９年から実施して
いる。この住居表示実施地区内において、新旧証明書発行事務や住居
新築時等における住居表示の新規設定を行ったことにより、住所の明
確化に寄与した。

43千円

都市整備局

都市計画課

4

地籍調査事業 　庵治町、牟礼町、香川町において、引き続き地籍調査を実施し、地
籍の明確化を推進したことにより、国土の保全及びその利用の高度化
に寄与した。

32,109千円

創造都市推進局

地籍調査室

5

開発指導事業 　都市計画法に基づく開発許可制度の適切な運用により、無秩序な市
街化を防止するとともに、一定の開発行為に対して、道路、公園等の
公共施設や必要な整備を義務付けることなどにより、良好な居住環境
の形成に効果があった。

713千円

都市整備局

建築指導課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

6

建築指導事業 　建築基準法等の関係規定に基づき、建築確認申請等の審査、検査、
許可、認定、届出、承認、指導、取締り、相談、閲覧、定期報告、統
計調査及び道路調査等の事業を実施したことにより、良好な居住環境
の形成に寄与した。

24,639千円

都市整備局

建築指導課
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平成２５年度 施策の概要調書

課
　
題

　道路の維持管理は、近隣６町との合併による管理区域の拡大から、より一層のコスト縮減
が求められており、今後、橋梁のみならず、舗装についても、維持管理コストを縮減してい
く必要がある。

成
果
指
標

①

指
標
名

市道改良率（５０ｍ以上連続した幅員４ｍ以上の
延長の比率）

実績値

指
標
式

５０ｍ以上連続した幅員４ｍ以上の延長／全延長

達成度

62.70 63.22
99.2%

％ ％

目標値

対
象

　市道

目
的

　道路の点検、修繕及び適切な道路構造への改良などを行うことにより、良好な道路環境を
確保するとともに、その整備・充実を目指す。

概
要
（

実
績
）

・道路橋りょう維持管理事業　○工事件数：１４１件　○舗装修繕面積：約１２万㎡
・道路新設改良事業（単独）　○工事施工路線数：５４路線
・道路整備事業（補助）　○道路整備進捗率の伸び：約１５％
・県施行道路整備事業地元負担金　○負担路線数：２８路線
・橋梁改築修繕事業　○修繕橋梁数：２橋
・県管理河川改修関連橋りょう架替事業　○整備完了橋梁数：１橋

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 豊かな暮らしを支える生活環境の向上

担当局
都市整備局

施 策 身近な道路環境の整備
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

2,444,983千円 50.6(48.7)
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

5

県施行道路整備事業地
元負担金

　県が施行する道路整備について、道路法第５２条に基づき地元負担
金として事業費の１０％を負担したことにより、地域住民の利便性の
向上や安全で安心できる道路環境の創出を推進した。
　なお、実施主体である県が事業の一部を翌年度に繰り越したことに
より、年度内に支出が不可能となったため、負担金の一部を翌年度に
繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１４，９９１，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である道路整備に係る負担金の支出に
ついては完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：２１，６７１，１９２円）
（内訳）負担路線数：２８路線

53,368千円

都市整備局

道路整備課

4

県管理河川改修関連橋
りょう架替事業

　県が施行する河川改修に伴い、橋の幅員拡張など、施設機能向上に
要する費用を負担したことなどにより、地域住民の利便性の向上や安
全で安心できる道路環境の創出を推進した。
　なお、前年度からの繰越事業である橋梁架替工事に係る負担金の支
出については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：９２６，０００円）
（内訳）整備完了橋梁数：１橋

926千円

都市整備局

道路整備課

3

道路橋りょう維持管理
事業

　道路を保全するための点検、修繕を行ったことにより,安全で安心
できる道路環境を確保した。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：４２，２２６，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である道路修繕工事等については完了
した。
（平成２４年度繰越明許事業費：３９８，５１２，０００円）
（内訳）工事件数：１４１件
　　　　舗装修繕面積：約１２万㎡

1,396,118千円

都市整備局

道路管理課

2

橋梁改築修繕事業 　橋梁長寿命化修繕計画に基づき、計画的に橋の修繕等を行ったこと
により、管理コストを縮減するとともに、道路交通の安全性を確保し
た。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：６８，０５３，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である橋梁修繕工事等については完了
した。
（平成２４年度繰越明許事業費：７７，１７７，７００円）
（内訳）修繕橋梁数：２橋

97,124千円

都市整備局

道路整備課

1

道路整備事業（建設計
画等登載路線）

　建設計画等に位置付けられている２車線以上の道路の整備を行った
ことにより、地域住民の利便性の向上や安全で安心できる道路環境の
創出を推進した。
　なお、地権者との協議に日時を要したことなどにより、年度内に事
業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：５０，１１２，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である用地買収等については完了し
た。
（平成２４年度繰越明許事業費：１８５，９５６，８５２円）
（内訳）道路整備進捗率の伸び：約１５％

310,403千円

都市整備局

道路整備課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

6

道路新設改良事業 　適切な道路構造への改良を行ったことにより、地域住民の利便性の
向上や安全で安心できる道路環境の創出を推進した。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：７９，０００，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である道路改良工事については完了し
た。
（平成２４年度繰越明許事業費：１６１，６５８，４００円）
（内訳）工事施工路線数：５４路線

587,044千円

都市整備局

道路整備課
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平成２５年度 施策の概要調書

施 策 みどりのまちづくり
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

1,946,304千円 53.4(53.4)

②

指
標
名

達成度

144 145
99.3%

団体 団体

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 豊かな暮らしを支える生活環境の向上

担当局
都市整備局、教育局

対
象

　市民

目
的

　公園の整備や緑地の保全等により、生活環境の向上を目指す。

概
要
（

実
績
）

・東部運動公園の弓道場、アーチェリー場、ウォーキングコース、修景園地等を計画どおり
　整備し、平成２６年５月１日から全面供用を開始することとした。
・ちびっこ広場の整備により、市民が気軽に憩い、ふれあえる場を創出することができた。
・公園・街路樹の維持管理により、緑豊かで美しい景観の維持に寄与した。
・名木の保護により、地域のシンボルである名木を保存・育成に寄与した。
・花壇づくりやフラワーフェスティバルの開催により、快適な生活環境づくりや緑化意識の
　高揚に寄与した。
・公共公益施設、民有地の緑化により、緑豊かな潤いのあるまちづくりに寄与した。
・公園・校庭の芝生化により、温暖化対策に寄与するとともに、市民や児童が憩え、楽しめ
　る空間を創出することができた。

市民一人当たり都市公園面積 実績値 目標値 達成度

8.17 7.70
106.1%

㎡ ㎡
指
標
式

都市公園面積／市人口

成
果
指
標

①

指
標
名

公園愛護会の団体数 実績値 目標値

指
標
式

公園愛護会数

課
　
題

【都市整備局・教育局】
　市民の身近な公園の整備を望む声は多く、公園の整備ができていない小学校区もあることか
ら、公園の適正配置を目指し、これら要望に対応していく必要がある。
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

2

東部運動公園整備事業 　弓道・アーチェリー場等の整備を行ったことにより、予定していた
運動公園施設の整備を平成２６年３月に完了し、同年５月１日から全
面供用を開始することとした。
　なお、ソフトボール場等の施設整備について、関係者との協議に日
時を要したことにより、年度内に事業の完了が不可能となったため、
事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：５，９５８，０００円）
  また、前年度からの繰越事業である弓道場、アーチェリー場、
ウォーキングコース、修景園地等については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：２０６，６３７，０００円）

1,394,275千円

都市整備局

公園緑地課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

学校施設緑化事業   みどり豊かな教育環境を整備するため、小学校運動場の芝生化を学
校現場と地域が一体となり実施したことにより、次代を担う子どもた
ちの育成に寄与した。

29,614千円

教育局

総務課

3

公園・街路緑化事業 　公園（３０箇所）の高木や街路樹（高木３，１７７本・低木）の剪
定及び病害虫の駆除等を行い、樹木の育成や樹形を整えたことによ
り、市民に緑あふれる快適な環境を提供できた。
　なお、伏石大池線道路植栽工事については、地元関係者との協議に
日時を要したことにより、年度内に事業の完了が不可能となったた
め、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：４６４，０００円）82,618千円

都市整備局

公園緑地課

4

名木保護事業 　４９本ある名木のうち、２５年度は４本の樹勢診断を行ったことな
どにより、市民に自然の恵みを与えてきた名木の保存に寄与した。

855千円

都市整備局

公園緑地課

5

花いっぱい推進事業   公園や道路、商店街の街角に花壇（花壇面積６，４１８㎡）を作る
とともに、フラワーフェスティバルを開催したことにより、快適な生
活環境や潤いのあるまちづくりを推進することができた。

40,796千円

都市整備局

公園緑地課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

6

ちびっこ広場整備事業 　第２次高松市緑の基本計画では、１小学校区１公園の整備を掲げて
いるが、それを補うものとして、公園の少ない地区を対象にちびっこ
広場の整備を行った。
　また、前年度からの繰越事業であるちびっこ広場整備事業について
は完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：２，５００，０００円）

2,206千円

都市整備局

公園緑地課

7

公園施設管理運営事業 　公園愛護会による公園の清掃活動のほか、公園施設の安全点検、修
繕及び樹木の剪定などを行ったことにより、公園の適切な維持管理が
できた。

330,917千円

都市整備局

公園緑地課

8

竜王山公園整備事業 　外周道路整備及び貯留施設整備等を実施し、竜王山公園（仮称）整
備による新たな市民の憩いの広場創出を推進した。
　なお、地元関係者との協議に日時を要したことなどにより、年度内
に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：６５，３８５，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である竜王山公園（仮称）展望広場等
整備工事、用地分筆登記委託及び用地購入業務については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：６１，５４９，０００円）

65,023千円

都市整備局

公園緑地課
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平成２５年度 施策の概要調書

指
標
式

台風による高潮で被害を受けた床上下浸水家屋の棟数（減少が望ましい）

課
　
題

　県が施行する海岸保全、港湾建設及び港湾調査事業に対する地元負担金については、厳し
い財政状況を踏まえ、県に対し、負担率の軽減やコストの縮減を要望している。

58.3 63.0
92.5%

％ ％

成
果
指
標

①

指
標
名

防潮堤整備による浸水（床上下）棟数の解消 実績値 目標値

指
標
式

解消棟数累計／全体浸水（床上下）棟数

②

指
標
名

浸水（床上下）棟数 実績値 目標値 達成度

2,719 1,952
92.5%

棟 棟

概
要
（

実
績
）

・高潮等関連整備　延長１，４８６．５ｍ
・生活排水路整備　延長１，０２２ｍ
・河川整備　延長３１１ｍ
・漁港保守点検９６日／年・適正管理１２漁港
・港湾保守点検９６日／年・適正管理９港湾
・女木港海浜広場保守点検２４日／年・高松港清掃事業補助
・港湾整備　延長８０ｍ
・県施行海岸保全事業負担・県施行港湾建設事業負担・県施行港湾調査事業負担

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 豊かな暮らしを支える生活環境の向上

担当局
都市整備局

達成度

施 策 河川・港湾の整備
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

904,670千円 51.2(51.0)

対
象

　河川・生活排水路・港湾・漁港・海岸などの施設

目
的

　各施設の適正管理及び計画整備を行い、その機能を十分に発揮させる。
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

4

漁港施設管理事業 　市管理漁港の修繕、改良等を行うとともに、漁港内の清掃の実施、
廃船処理や不法投棄対策を行うなど、環境を改善したことにより、適
正な漁港管理に寄与した。
　漁港保守点検９６日／年・適正管理１２漁港

16,655千円

都市整備局

河港課

3

河川改良事業 　高松市が管理する準用河川及び普通河川において、大雨や台風時の
通水機能を確保し、洪水被害を未然に防ぐため、老朽化した護岸構造
物の改修やしゅんせつ工事を実施した。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：２６，７４８，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である奥々排水路改修工事等について
は完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：２０，５９８，７００円）
（内訳）
　河川改修　　　　延長３１１ｍ
　河川しゅんせつ　体積１７６㎥

58,143千円

都市整備局

河港課

2

生活排水路整備事業 　生活排水等により水質が悪化したり、通水不良となっている生活排
水路の改修及びしゅんせつ工事を行ったことにより、生活環境の改善
に寄与した。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：３２，６５６，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である鶴尾第３排水区雨水渠築造工事
（２工区）等については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：３３，８７７，０００円）
（内訳）
　生活排水路整備　　　　延長１，０２２ｍ
　生活排水路しゅんせつ　体積７３６㎥

138,192千円

都市整備局

河港課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

高潮等関連整備事業 　平成１６年度の台風による高潮被害を踏まえ、香川県津波・高潮対
策整備推進アクションプログラムに基づき、高潮による浸水被害を最
小限に抑えるため、市管理の港湾・漁港内施設に胸壁、陸こう等を整
備を行った。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：３４１，４８４，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である高松漁港消波ブロック製作工事
等については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：３４９，６２３，８００円）
　防潮堤等整備　Ｌ＝１，４８６．５ｍ

350,943千円

都市整備局

河港課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

8

港湾整備事業 　港湾機能の強化、健全化を行うなど、港湾整備事業を総合的かつ計
画的に推進したことにより、地域産業の発展及びこれによる海上交通
の安定などに寄与した。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：１７，２７３，０００円）
　立石港道路等整備工事（県単）Ａ＝６０６㎡
　大島港維持管理計画策定（単独）１式
　男木港維持管理計画策定（補助）１式
　女木港維持管理計画策定（補助）１式
　また、前年度からの繰越事業である立石港道路改良工事等について
は完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：１０，５４５，１５０円）

20,454千円

都市整備局

河港課

7

海浜・海面管理事業 　市管理女木港海浜広場の設置便所浄化槽の保守点検及び維持管理、
海浜清掃活動を実施したことにより、良好な海浜広場の保全に寄与し
た。
　また、高松港及び周辺海域の高松清港会のごみ回収処理活動の支援
を行ったことにより、海洋環境の維持に寄与した。

4,483千円

都市整備局

河港課

6

港湾施設管理事業 　市管理港湾の修繕、改良等を行うとともに、港湾内の清掃の実施、
港湾利用使用の適正を求めるなど、環境を改善したことにより、適正
な港湾管理に寄与した。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：６，２６７，０００円）
　港湾保守点検９６日／年・適正管理９港湾

13,696千円

都市整備局

河港課

5

漁港整備事業 　漁港整備事業を総合的かつ計画的に推進したことにより、水産業の
発展及びこれによる水産物の供給の安定と漁港環境の健全化に寄与し
た。
　亀水漁港機能保全計画策定（補助）１式
　浦生漁港機能保全計画策定（補助）１式
　江の浜漁港機能保全計画策定（補助）１式

5,824千円

都市整備局

河港課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

11

県施行港湾調査事業 　高松港の管理者である香川県が、港湾法に基づき、港湾の開発、利
用及び保全並びに港湾に隣接する地域の保全を図るための計画を促進
するため、高松港管理に関する協定に基づき、県施行高松港港湾計画
調査に要する費用の一部を負担した。
　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰り越したこ
とにより、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を
翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：４３２，０００円）
　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：１，２２４，０００円）

3,192千円

都市整備局

河港課

10

県施行港湾建設事業 　事業主体である香川県が施行する大規模地震時の緊急輸送拠点とな
る耐震強化岸壁の整備、快適なウォーターフロントの形成や防災拠点
としての緑地の整備、香川県津波・高潮対策整備推進アクションプロ
グラムに基づく高潮対策事業など、一層使いやすくかつ機能強化され
た港湾整備を促進するため、地方財政法第２７条第２項及び海岸法第
２８条第２項に基づき、これに要する費用の一部を負担した。
　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰り越したこ
とにより、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を
翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１６２，１１０，０００円）
　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：２１３，２４１，０４４円）

291,384千円

都市整備局

河港課

9

県施行海岸改修事業 　香川県津波・高潮対策整備推進アクションプログラムに基づき、香
川県が施行する津波・高潮危機管理対策事業に対し、費用の一部を負
担した。
　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰り越したこ
とにより、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を
翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：２２８，０００円）
　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：１，６１３，１７０円）

1,704千円

都市整備局

河港課
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平成２５年度 施策の概要調書

課
　
題

　生活排水対策をより強化するために、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換促進
や、下水道未接続世帯の解消に注力するなど、具体的な取組の継続が必要である。

指
標
式

雨水対策整備済面積

成
果
指
標

①

指
標
名

汚水処理人口普及率 実績値 目標値

指
標
式

汚水処理人口／行政人口

99.3%
％ ％

概
要
（

実
績
）

　汚水管渠の整備を行い、新たに約３０ｈａの供用を開始するとともに、中部バイパス第
２、第３幹線などの雨水管渠や福岡ポンプ場、屋島西ポンプ場の整備を行い、生活環境の改
善や浸水被害の軽減に寄与した。
　また、下水処理場やポンプ場の適切な運転・維持管理と老朽化の進んだ設備の改築工事に
より、処理機能を確保するとともに、引き続き再生水を供給して、下水道資源を有効利用し
た。
　さらに、１，００３基の合併処理浄化槽の設置経費に助成を行い、この内１４７基の単独
処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換については、上乗せ助成を行い、生活雑排水による
水質汚濁の軽減に寄与した。

雨水対策整備済面積 実績値 目標値 達成度

2,833 2,844
99.6%

ｈａ ｈａ
②

指
標
名

達成度

84.4 85.0

施 策 下水道・合併処理浄化槽の整備
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

4,212,993千円 51.3(50.8)

対
象

　市民

目
的

　生活環境の改善や公衆衛生の向上、浸水被害の軽減・解消、さらには、河川、海域等の公
共用水域の水質保全を図る。

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 豊かな暮らしを支える生活環境の向上

担当局
上下水道局
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

1

合併処理浄化槽設置整
備事業

　生活排水の処理を行い、川や海などの水質が汚濁されることを防止
するため、原則として、下水道事業計画区域外において、自己の専用
住宅に合併処理浄化槽の設置費用に対し補助を行うほか、単独処理浄
化槽から合併処理浄化槽への転換について、単独処理浄化槽を撤去す
る費用や配管費等に対し補助を行うなど、生活排水処理対策を推進に
寄与した。
　合併処理浄化槽設置整備事業補助　１，００３基
　（単独処理浄化槽転換１４７基を含む）
　（繰越明許費繰越額：９６，９５０，０００円）
　（平成２４年度繰越明許事業費：８７，２６７，０００円）

406,686千円

上下水道局

給排水設備課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

2

浄化槽管理指導事業 　生活排水対策の推進として、浄化槽の適正管理推進するために、
２９，８３６件の浄化槽管理者に未受験指導を行った。
　浄化槽管理士の研修会を１回開催した。
　新たに浄化槽を設置した浄化槽管理者に対して浄化槽教室を３回実
施した。

2,700千円

上下水道局

給排水設備課
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平成２５年度 施策の概要調書

指
標
名

施設

課
　
題

【市民政策局】
　「水環境」に関する取組は極めて広範囲に及ぶことから、市内部はもとより、国・県・関
係機関等との相互理解の下、連携・協力体制を構築することが必要である。
【上下水道局】
　下水道処理水再生水の利用に当たっては、利用者において、上水道と分離した専用の配管
や受水槽の整備が必要なため、利用者の理解が必要である。また、雨水利用施設整備につい
て、更なる普及を図るため、助成制度の積極的な周知が必要である。

指
標
式

１人１日当たりの平均水道使用量　（一日平均有収水量）／（給水人口）×１０００
（減少が望ましい）

成
果
指
標

①

指
標
名

再生水利用施設数 実績値 目標値

指
標
式

再生水利用施設数

②

対
象

　市民、事業者

１人１日当たりの平均水道使用量 実績値 目標値 達成度

306 306
100.0%

ℓ ℓ

達成度

62 66
93.9%

施設

目
的

　限りある水資源を有効利用することで、安全・安心で豊かな水環境を、持続可能な形で未
来の子どもたちに引き継ぐ。

概
要
（

実
績
）

　「持続可能な水環境の形成に関する条例」に基づき策定した「水環境基本計画」を円滑に
実施するため、「第１期実施計画（平成２３～２７年度）」の２４年度の実績を検証した。
　また、引き続き、雨水貯留タンクなどの設置を助成する「雨水利用施設助成事業」、下水
処理水を高度処理した水を水洗便所用水として供給する「再生水利用下水道整備事業」、我
が家の水がめづくり「巧水キャンペーン」事業や「水道週間関連行事」など、水の有効利用
促進事業に取り組むことにより、市民、事業所の自発的・積極的な節水行動や節水意識の向
上に寄与した。

施 策 水の循環利用と節水の推進
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

1,019千円 51.5(51.4)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 水を大切にするまちづくり

担当局
市民政策局、上下水道局
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

水環境対策室

担当課

2

水環境基本計画推進事
業

　「高松市持続可能な水環境の形成に関する条例」に基づき策定した
「高松市水環境基本計画」を着実に実施するため、平成２３年度に策
定した「第１期実施計画」における実施状況を取りまとめ、計画の進
捗状況等の報告を行った。
　また、持続可能な水環境の形成に関する施策を総合的かつ計画的に
推進するため、学識経験者や国・県等の関係団体のほか、公募市民で
構成する「高松市水環境協議会」を２回開催した。658千円

市民政策局

水環境対策室

1

我が家の水がめづくり
事業

　節水に関する事業や啓発活動等を総称する「我が家の水がめづく
り」の取組の一環として、「巧水キャンペーン」を実施した。
 「巧水キャンペーン」の応募に当たり、「水」の学習年次である小
学４年生を重点的に応募対象としたことにより、応募件数が前年度の
５６４件から１，００５件の１．８倍となり、節水意識の高揚につな
がった。
　また、水道週間に併せて、本市の主要水源地域の特産品等を販売す
る水源地交流物産市の開催などにより、市民の水源地域への理解を深
めることができた。

361千円

市民政策局

事務事業名及び事業費
事業内容
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対
象

　水道利用者等

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 水を大切にするまちづくり

担当局
市民政策局、環境局、都市整備局、上下水道局

施 策 安全で安定した水道水の供給
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

217,309千円 58.4(57.5)

目
的

　お客さまが安心して飲める水を、いつでも安定的により安価に供給する。

実績値 目標値

指
標
式

年度当たり年間給水量に占める年間自己処理水量の割合　（年度当たり年間自己処理
水量）／（年度当たり年間給水量）×１００

概
要
（

実
績
）

　県が行う椛川ダム建設事業に対する負担金の支出を始め、自己処理水源確保のための地下
水の開発（奥の池取水施設電気設備工事）や浅野浄水場整備事業（急速系浄水施設築造な
ど）を施行しているほか、管網整備事業として、未給水地区への配水管布設工事、合併町と
の相互連絡管布設工事、道路改良工事にあわせた配水管布設工事、老朽配水管の布設替工事
などを施行し、安定給水に寄与した。
　また、小規模貯水槽の点検啓発事業に取り組むとともに、鉛管解消対策事業では、あらゆ
る工事機会を捉えた鉛管の取替えや助成制度の利用促進など、鉛製給水管の解消に積極的に
取り組んだ。
　なお、給水区域外の居住者に対しては、自家用給水装置の費用の一部を補助し、飲用水の
確保に寄与した。

102.9%
％ ％

実績値 目標値 達成度

44 20
△20.0%

件 件

課
　
題

【環境局】
　自家用給水装置等の新設・改修費については、自己負担が大きいことから、制度の周知を
広く図り、自己の用に供する飲用水の安定的な確保を図る必要がある。
【都市整備局】
　県施行に対する地元負担金については、厳しい財政状況を踏まえ、県に対し、負担率の軽
減や、コストの縮減を要望している。
【上下水道局】
　給水量の増加が期待できない厳しい経営状況の下、安全な水を安定供給するために、自己
処理水源の拡充、効率的な施設等の整備、更新、耐震化を図る必要がある。

指
標
式

年度当たり、水質に関する苦情件数（減少が望ましい）

成
果
指
標

①

指
標
名

自己処理水比率

②

指
標
名

達成度

43.0 41.8

水質苦情件数（水道水）
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5

椛川ダム水源地域県施
行道路新設改良事業

　椛川ダム建設による水源地域への影響を緩和し、関係住民の生活の
安定と福祉の向上を図るため、香川県が施行する道路新設改良事業に
対し、費用の一部を負担した。
　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰越したこと
により、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌
年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：４，９１３，０００円）
　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（２４年度繰越明許事業費：３，４２７，２５０円）

6,207千円

都市整備局

河港課

4

椛川ダム整備事業（建
設事業）

　香川県が施行する治水、利水、渇水対策機能を持つ多目的ダムの建
設に対して、その費用の一部を負担した。
　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰越したこと
により、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌
年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１０４，７９６，０００円）
　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（２４年度繰越明許事業費：９６，９２１，０００円）

169,969千円

都市整備局

河港課

3

生活用水等確保対策事
業補助事業

　高松市水道事業の給水区域外の区域に居住する者に対し、自家用給
水装置の費用の一部を補助し、自己の用に供する飲用水の安定的な確
保に努めたが、補助件数は、１件にとどまり、前年度より減少した。
　・生活用水確保対策事業補助件数：１件（改修１件）

300千円

環境局

環境総務課

2

渇水対策事業 　渇水対策本部が実施した渇水対策事業のうち、一般会計負担分で
あった啓発用チラシ配布等に係る経費１，２４３千円を予算措置及び
執行した。

1,243千円

市民政策局

水環境対策室

担当課

1

椛川ダム整備事業（水
源地域整備事業）

　椛川ダム建設による水源地域への影響を緩和し、関係住民の生活の
安定と福祉の向上を図るため、市道西の峰線において道路改良工事を
行った。

12,991千円

都市整備局

河港課

事務事業名及び事業費
事業内容
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概
要
（

実
績
）

　「消防体制の整備」においては、計画的な消防施設の整備拡充を図り、総合的な消防力の
向上に取り組むため、消防署所等適正配置計画に基づき、東消防署の移転整備に伴う、庁舎
の基本・実施設計を行うとともに、用地造成工事に着手したほか、香川・牟礼分署の耐震改
修工事を行った。
　また、消防車両の老朽化に伴い、計画的に消防車両を更新したほか、消防屯所を移転整備
するため、用地購入や用地造成工事を実施するとともに、耐震性貯水槽を設置するなど、消
防体制の更なる充実・強化を図った。

施 策 消防体制の整備
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

1,170,656千円 60.3(60.7)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
消防局

対
象

　市民

目
的

　生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、水火災又は地震等の災害を防除し、こ
れらの災害による被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行う。

心肺機能が停止していた人に対して応急処置を実
施した率

実績値 目標値 達成度

38.2 33.0
115.8%

％ ％

課
　
題

　消防署所等適正配置計画に基づき、東消防署及び朝日分署を計画的に移転整備するほか、
消防・救急無線のデジタル化を推進する。

指
標
式

年間の心肺停止患者に対する応急処置件数の割合

成
果
指
標

①

指
標
名

住宅火災件数 実績値 目標値

指
標
式

年間の火災件数（減少が望ましい）

②

指
標
名

達成度

29 40
127.5%

件 件
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5

消防活動事業 　火災予防・消火防災・救急救助における、災害現場活動に必要な資
機材の購入及び修繕などの経費や、各種訓練に必要な費用を支出し、
消防力の維持向上に寄与した。
　なお、施行内容の見直しに日時を要したことにより、年度内に事業
の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１２，９６８，０００円）

37,885千円

消防局

総務課

3

消防緊急情報システム
整備事業

　高度化・複雑化する各種災害に対し、迅速かつ的確に対処できる体
制を構築するため、消防救急デジタル無線整備に係る、庵治・塩江町
の無線中継所整備を行うとともに、活動波等の整備を行い、消防力の
維持向上に寄与した。
　なお、関係事業債の起債同意が得られたものの、年度内に事業の完
了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：３５１，２４１，０００円）220,696千円

消防局

情報指令課

4

消防職員研修事業 　高度化・複雑化する災害活動に、適切に対応できる消防職員を育成
するため、消防大学校及び消防学校に職員を派遣するとともに、救急
救命士を養成するための研修に派遣するなど、職員の資質が向上し
た。

17,620千円

消防局

総務課

1

消防署所適正配置整備
事業

　「消防署所等適正配置計画」に基づき、東消防署の移転整備に伴
う、庁舎の基本・実施設計を行うとともに、用地造成工事に着手した
ほか、香川・牟礼分署の耐震改修工事を実施し、消防力の効率化を推
進した。
　なお、契約締結に不測の日時を要したことなどにより、年度内に事
業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：７８，７２５，０００円）99,766千円

消防局

総務課

2

消防屯所整備事業 　市内９６箇所の消防屯所における、建物の老朽度、狭あい度などを
総合的に勘案し、計画的に屯所を整備するため、香西分団消防屯所の
移転用地を購入するとともに、川添分団第２部消防屯所の移転用地の
造成工事を実施した。

28,496千円

消防局

総務課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課
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事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

9

消防団活動推進事業 　消防団活動に必要な報酬、費用弁償及び旅費のほか、退職・災害補
償及び福祉共済に関する経費や、団員の研修、表彰及び被服費等を支
出することにより、地域防災力の維持向上に寄与した。

227,115千円

消防局

総務課

10

消防屯所管理事業 　市内９６箇所の消防屯所の光熱水費、土地賃借料及び施設修繕料な
ど、維持管理に必要な経費を支出し、消防力の維持向上に寄与した。
　なお、契約の締結に不測の日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：８，０００，０００円）

9,761千円

消防局

総務課

7

消防署所管理事業 　消防署所の電気、ガス、水道料及び電話料等を始め、電気工作物等
保守点検費、ごみ収集及び庁舎等清掃費、並びに庁舎修繕等の経費を
支出し、消防力の維持に寄与した。

146,839千円

消防局

総務課

8

消防事務管理事業 　消防事務を円滑に実施するため、非常勤嘱託雇用の報酬等を始め、
職員の福利厚生や被服費、事務に関する経費を支出するとともに、消
防施設整備のための消防施設整備基金の利子を積み立て、消防力の維
持に寄与した。

78,227千円

消防局

総務課

6

救急艇等管理事業 　女木・男木・大島などの本市離島における、迅速な救急搬送体制を
維持するため、船長等の雇用に必要な非常勤嘱託報酬等を始め、燃
料、修繕費及び保険料などを支出し、消防力の向上に寄与した。

33,350千円

消防局

総務課
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事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

13

消防業務受託事業   三木・綾川町の消防業務を受託するため、人件費を除いた消防活動
に必要な各種経費を支出し、広域的な消防行政を推進した。

33,527千円

消防局

総務課

11

消防車輌整備事業 　常備消防車両７６台と非常備消防車両１０８台の燃料費、保険料及
び修繕等を行うとともに、老朽化した消防車両を計画的に更新整備
し、消防体制を充実強化した。
　なお、関係事業債の起債同意が得られたものの、年度内の事業の完
了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１７０，６９４，０００円）

202,286千円

消防局

総務課

12

消防水利整備事業 　消防水利の基準に基づき、消火活動に必要な消火栓及び耐震性防火
水槽を整備し、消防力の向上に寄与した。
　なお、前年度からの繰り越し事業である耐震性貯水槽整備事業（６
０㎥３基）については、完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：２６，８７４，７５０円）

35,088千円

消防局

総務課
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87.9 88.7
99.1%

％ ％

概
要
（

実
績
）

　住宅などの耐震化施策とともに、災害時の緊急放送体制を整備するためのデジタル式同報
系防災行政無線について、牟礼町地域１０箇所及び庵治町地域１９箇所の屋外拡声子局の整
備をしたほか、危機管理センター（仮称）等の整備に向け、基本設計に引き続き実施設計を
進めており、防災体制の整備・充実に取り組んでいる。
　また、「自分たちのまちは、自分たちで守る」という共助の理念の下、自主防災組織結成
促進プロジェクトチームを設置し、自主防災組織の結成を積極的に呼びかけ、結成された組
織のうち、平成２５年度に申請のあった６８組織に対して資機材を助成するとともに、防災
訓練等を実施した。さらに、平成２４年度から小学校区等を単位として、地域の子どもや保
護者とも一体となって行う実践的な防災訓練で使用する資機材等の購入資金を補助する自主
防災力強化事業を実施し、地域防災力向上に寄与した。
※自主防災組織について、平成２２年度から国の表記が、組織率から活動カバー率に変更に
なったことから、平成２２年４月９日から香川県下統一して、活動カバー率に表示変更と
なった。

施 策 危機管理体制の整備
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

2,284,317千円 49.5(48.2)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
総務局、財政局、創造都市推進局、都市整備局、消防局、教育局

対
象

　市民

目
的

　災害時に安全に避難できる体制を整備し、自助・共助・公助の連携の下、被害を最小限に
食い止める。

課
　
題

【総務局】
　災害時の緊急放送体制や防災資機材の整備。
【財政局】
　危機管理センター（仮称）等の早期整備。
【創造都市推進局】
　ため池ハザードマップ（中規模ため池）２７か所の早期完成。
【都市整備局】
　大雨の発生頻度が高まる一方で、ポンプ施設の老朽化が進行しており、より一層の点検及
び機能確保が必要。
【消防局】
　包括的自主防災組織の結成促進を行い、平成２６年度までに活動カバー率１００％達成を
目指す。
【教育局】
　中学校の全面改築を除き、小・中・高松第一高等学校の耐震補強工事による耐震化は終了
しており、今後は、非構造部材の耐震化について点検・調査を行い、適切に対応していきた
い。

指
標
式

高松市の自主防災組織の活動カバー率

成
果
指
標

①

指
標
名

自主防災組織の組織率 実績値 目標値

指
標
式

高松市の自主防災組織の組織率（平成２３年度から、国の表記と合せて「活動カバー
率」を使用する。）

②

指
標
名

達成度

－

自主防災組織の活動カバー率 実績値 目標値 達成度

－ －

- 144 -



平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

3

自主防災組織等育成事
業

　自主防災力強化事業を活用して、地区・校区等を単位として実践的
な防災訓練を２７地区・校区で実施し、地域を包括できるような大規
模自主防災組織が結成できるよう、地域コミュニティ協議会等に結成
を促し、活動カバー率８７．９％となった。

26,119千円

消防局

予防課

4

デジタル式同報系防災
行政無線整備事業

　本市の防災行政無線は、市町合併により５町から継承したアナログ
式同報系防災行政無線と、消防無線を使用した消防団緊急伝達システ
ム及び塩江町のＣＡＴＶ網を接続し、市民への災害時の情報伝達手段
として活用している。この整備では、デジタル化と５町から継承した
アナログ式同報系防災行政無線の周波数の統一とともに、屋外拡声子
局を拡充整備している。
　屋外拡声子局整備：牟礼町地域１０箇所（うち１箇所新設）、庵治
町地域１９箇所（うち１箇所新設）
　なお、高松市地域コミュニティ無線整備工事において、設計内容の
検討に日時を要したことにより、年度内の事業の完了が不可能となっ
たため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：４７，５１０，０００円）

265,056千円

総務局

危機管理課

1

小・中学校施設耐震化
事業

　学校施設の安全性の確保、また、災害時の避難場所としての機能整
備のため、高松市立小・中学校施設耐震化実施計画に基づき施設の耐
震化を実施しており、紫雲中学校及び山田中学校について校舎等の改
築に合わせて実施した。
　なお、非構造部材調査、紫雲中学校及び山田中学校校舎等改築事業
の一部を翌年度に繰り越した。
　（繰越明許費繰越額：５５０，９９４，０００円）
　また、前年度から繰り越した紫雲中学校、山田中学校校舎等改築事
業及び山田中学校用地取得事業については完了した。
　（平成２４年度繰越明許事業費：６５４，２６７，１７８円）

1,485,418千円

教育局

総務課

2

住宅建築物耐震改修等
事業

　地震発生時に市民生活の生命線となる緊急輸送道路を確保するた
め、民間建築物に対し、耐震診断、耐震改修に要する費用の一部を助
成した。
・緊急輸送道路沿いの耐震診断棟数　２棟 　耐震改修棟数　２棟
  なお、耐震診断が義務化となった民間建築物の耐震診断事業につい
て、事業主体の事業が遅れたことにより、年度内に事業の完了が不可
能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１１，２５６，０００円）
　
　地震時の建物の倒壊等によって発生する人的及び経済的被害を軽減
するため、住宅の耐震診断、耐震改修に要する費用の一部を助成し
た。
・民間住宅の耐震診断棟数　　　１６２棟（内、繰越分１３１棟）
・民間住宅の耐震改修棟数　　　　４６棟（内、繰越分　２８棟）
　なお、前年度からの繰越事業である民間住宅の耐震改修事業につい
ては完了した。
（２４年度繰越明許事業費：３４，１２２，０００円）

136,011千円

都市整備局

建築指導課

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

5

防災行政無線事業 　平成１８、１９年度で整備した同報系デジタル式防災行政無線及び
合併町のアナログ式防災行政無線、移動系の無線機器の保守点検を実
施した。

15,687千円

総務局

危機管理課

6

防災資器材整備事業 　災害時の備蓄品として、簡易トイレ１５０個、し尿凝固剤２７０個
を購入した。

2,183千円

総務局

危機管理課

7

防災事業 　災害時に迅速に避難が行えるよう、指定避難所に避難標識柱を設置
するとともに、修繕等の維持管理を行った。

2,467千円

総務局

危機管理課

8

ポンプ場等整備・維持
管理事業

　大雨や台風時等における河川の氾濫浸水を防ぐため、ポンプ場及び
水門等の点検整備や維持修繕を実施し、施設本来の機能を維持させ
た。
　なお、前年度からの繰越事業については完了した。
（２４年度繰越明許事業費：１６，７４８，５５０円）

115,522千円

都市整備局

河港課

9

急傾斜地崩壊防止事業 　香川県急傾斜地崩壊防止対策事業県費補助要綱に基づく採択基準に
合致した市内２箇所において、急傾斜地崩壊による災害から市民の生
命を守るため、崩壊防止対策工事を施行した。
　なお、関係機関との協議に日時を要したことなどにより、年度内に
事業の完了が不可能となったため、事業の一部を翌年度に繰り越し
た。
（繰越明許費繰越額：５，４５０，０００円）
　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（２４年度繰越明許事業費：５，６７０，０００円）

22,106千円

都市整備局

河港課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

10

水防対策事業 　水防法に基づき市域内の水防責任を十分に果たすため、水防本部を
設置し、水災害の軽減を図るため水防活動を推進したほか、水防用資
機材の購入整備及び管理水防倉庫の修繕を実施し、安全で安心して暮
らせる環境整備に寄与した。

28,526千円

都市整備局

河港課

11

国民保護推進事業 　高松市国民保護計画について、修正等の必要が生じた場合には、高
松市国民保護協議会を開催するとともに、その内容を広く市民へ周知
するため、広報たかまつ及び市ホームページなどに掲載している。

総務局

危機管理課

12

地域防災対策事業 　高松市地域防災計画に基づき、震災対策活動の習熟及び防災関係機
関との連携強化、市民の防災意識の高揚等を図るため、大地震を想定
した震災対策総合訓練を、川岡小学校にて、２５機関・団体、地域住
民約７００人が参加し実施した。

2,089千円

総務局

危機管理課

13

県施行急傾斜地崩壊防
止事業

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づき、香川県が
施行する急傾斜地崩壊防止対策事業に対し、費用の一部を負担した。
　なお、事業主体である香川県が事業の一部を翌年度に繰り越したこ
とにより、年度内に事業の完了が不可能となったため、事業の一部を
翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：８，７７５，０００円）
　また、前年度からの繰越事業については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：５，７３９，２００円）

12,372千円

都市整備局

河港課

14

地震災害等救援事業 　東日本大震災以降、被災地への職員派遣や物資の支援などを続けて
おり、平成２５年度は、香川県中小企業家同友会が企画した、陸前高
田市内に「さぬきうどん１号店」をオープンさせるプロジェクトに本
市も賛同し、茹で麺機などの関連資機材を現地へ提供した。

1,517千円

総務局

危機管理課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

　災害対策基本法における避難所及び災害時要援護者の改正に伴い、
防災会議を開催し、高松市地域防災計画を修正した。
　なお、新たな高松市防災マップについて、香川県地震・津波被害想
定の公表が遅れたことなどにより，年度内の事業の完了が不可能と
なったため、事業を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：２７，７５５，０００円）

90千円

総務局

危機管理課

16

危機管理センター（仮
称）等整備事業

　大規模災害時等発生時の的確な初動体制を確保するとともに、市民
に適切な情報を提供し、非常事態に迅速かつ総合的に対応する危機管
理体制を構築するため、常設の災害対策本部機能、消防局機能、上下
水道局機能を有する「高松市危機管理センター（仮称）等」を整備す
る。
　平成２５年度においては、施設の基本設計を完了し、引き続き実施
設計に着手した。94,626千円

財政局

危機管理センター整備室

19

鉄道施設安全対策事業 　鉄道事業者が実施する緊急輸送路と交差する鉄道施設の耐震補強及
び老朽化施設の長寿命化事業に対し、事業費の一部を補助する鉄道施
設安全対策事業を創設し、平成２５年度は、栗林第２架道橋及び中野
町架道橋の耐震対策事業に着手した。
　なお、実施主体の事業が遅れたことにより、年度内に補助金の支出
が不可能となったため、事業の全部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：３，０００，０００円）

都市整備局

都市計画課

17

ＭＣＡ移動系無線・衛
星携帯電話整備事業

　老朽化した移動系防災行政無線を更新するにあたり、ＭＣＡ無線通
信システムを導入するとともに、大規模災害時には、孤立するおそれ
がある離島及び山間部の地域へ衛星携帯電話を配備し、情報伝達機能
を充実させた。
　ＭＣＡ（放送卓正副各１台、無線機３０台）
　衛星携帯電話（３機、塩江町西山、西植田町神村、庵治町大島）

16,148千円

総務局

危機管理課

18

ため池ハザードマップ
整備事業

　貯水量１０万トン以上の大規模ため池を対象に、ハザードマップを
１９か所作成した。
　なお、国の補正予算事業の執行に当たり、実施期間を確保するため
事業費を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：２８，０００，０００円）
　また、前年度からの繰越事業である、ため池ハザードマップ整備事
業については完了した。
（平成２４年度繰越明許事業費：５８，３８０，０００円）

58,380千円

創造都市推進局

土地改良課

15

地域防災計画見直し事
業
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平成２５年度 施策の概要調書

対
象

　市民

施 策 防犯対策の推進
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

344,789千円 48.4(47.7)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
市民政策局

目
的

　犯罪の未然防止や、犯罪などを発生させない環境づくりを推進し、市民が安全に安心して
暮らせるまちづくりに取り組むとともに、各地域コミュニティ協議会が主体となった防犯活
動を活性化する。

概
要
（

実
績
）

　防犯活動を行う地域コミュニティ協議会に対する防犯器材等の購入経費の助成や、香川県
警が設置し、地域コミュニティ協議会が管理している防犯カメラ等の電気料金の助成を行っ
たことにより、安全で安心なまちづくりに寄与した。
　地域の単位自治会が管理する防犯灯のＬＥＤ化を推進し、切替や新設に係る経費、電気料
金の助成を高松市連合自治会連絡協議会に対して行ったことにより、夜間における犯罪の防
止と通行の安全に寄与した。
　防犯協会の行う防犯活動事業に対する助成を行うとともに、公益財団法人香川県暴力追放
運動推進センター・特定非営利活動法人被害者支援センターかがわへの負担金を交付した。

成
果
指
標

①

課
　
題

　高齢単身世帯の増加などから、地域自ら防犯意識の高揚を図り、地域が主体となった防犯
体制を整備する必要がある。

地域の防犯パトロール車に設置する青色回転灯の
数

実績値 目標値

指
標
式

現在、補助制度により青色回転灯を設置している個数

達成度

38 66
57.6%

個 個

指
標
名
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

防犯活動推進事業 　一般防犯活動事業について３地区（校区）コミュニティ協議会に対
して助成を行った。また、青色回転灯付車輌による防犯パトロールを
実施している８地区（校区）コミュニティ協議会に対して、補助金を
交付した。
　また、県警が推進する防犯カメラに係る電気代について、地域コ
ミュニティ協議会に対して助成を行った。

3,364千円

市民政策局

地域政策課

2

防犯組織・環境整備事
業

　各地区防犯協会に補助金の交付を行った。
　また、香川県暴力追放運動推進センター及び被害者支援センターか
がわに対し負担金を交付した。
　自治会が管理する防犯灯のＬＥＤ化を推進し、新設・切替などに係
る経費や、電気料金など維持管理上必要な経費の全額又は一部を高松
市連合自治会連絡協議会を通じて助成した。

　防犯灯の新設　　　　　　　  １８７灯
　防犯灯のＬＥＤへの切替　９，６５６灯

341,425千円

市民政策局

地域政策課
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平成２５年度 施策の概要調書

概
要
（

実
績
）

・食品衛生監視指導事業　食品営業施設の監視件数：６,２３８件
・衛生試験検査事業　食品の収去等検査件数：６８５件
・食肉衛生検査事業　と畜検査頭数：９,９５８頭
・毒物劇物監視指導事業　毒物劇物販売業者等への監視件数：１１１件
・動物愛護管理事業　動物愛護推進員数：１４人
・環境衛生諸営業等監視指導事業　環境諸営業監視件数：５８０件

施 策 生活衛生の向上
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

515,477千円 53.3(53.1)

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
市民政策局、健康福祉局

対
象

　市民

目
的

　飲食店営業施設等の食品関係営業施設や毒物劇物営業施設、旅館業営業施設等環境衛生諸
営業施設、ペットショップ等の動物取扱施設における監視・指導や流通食品の収去検査等を
行うことにより衛生水準の向上に努め、安全で快適な市民生活の推進に寄与する。

食品に関する苦情件数 実績値 目標値 達成度

162 130
75.4%

件 件

課
　
題

【市民政策局】
　墓地環境の適正な維持管理、及び墓所需要に応じた墓所の供給が求められている。また、
施設の適正な維持管理により、斎場業務を円滑に実施することのほか、市民葬儀制度の効果
的な実施が求められている。
【健康福祉局】
　食中毒等の食品による健康被害に加え、食品の偽装表示など、食の安全性に関する不審・
不安の高まりを受け、食品の安全確保対策を一層強化する。

指
標
式

年度実績（減少が望ましい）

成
果
指
標

①

指
標
名

食中毒発生件数 実績値 目標値

指
標
式

年度実績（減少が望ましい）

②

指
標
名

達成度

5 2
△50.0%

件 件
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

墓園・墓地整備事業 　姥ヶ池東墓地の無縁墳墓改葬整備工事を行った。
　また、平和公園墓園及び松井谷墓地区画造成工事を行った。
　なお、平和公園４区整備工事については、設計内容の検討に日時を
要したことにより、年度中に事業の完了が不可能となったため、事業
の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：１１，２５０，０００円）
　また、松井谷墓地区画造成工事については、造成工事に日数を要し
たことなどにより、年度中に事業の完了が不可能となったため、事業
の一部を翌年度に繰り越した。
（繰越明許費繰越額：５，０５５，０００円）
　前年度からの繰越事業である、姥ヶ池東墓地無縁墳墓改葬工事につ
いては完了した。
（平成２４年度繰越明許繰越額：１３，６２０，０００円）

92,421千円

市民政策局

市民やすらぎ課

2

食品衛生監視指導事業 　飲食店営業施設等に対する監視・指導や食品の収去・検査を実施
し、食品による事故（食中毒等）を防ぎ、安全な食生活の確保に努め
た。
　また、食品衛生教室を開催するなど、食品衛生の普及啓発に努める
とともに、家庭用品の買上げ検査を実施し、家庭用品による健康被害
を防止した。

18,027千円

健康福祉局

生活衛生課

3

衛生試験検査事業 　食品衛生法に基づき、高松市内で製造又は流通する食品、輸入食品
の理化学・微生物の検査を実施し、安全な食生活を確保した。
　また、有害物質を含有する家庭用品の規制に関する法律に基づき、
家庭用品等の理化学検査を実施し、健康被害を防止した。
　また、高松市食中毒対策実施要綱、感染症法に基づき、食中毒や感
染症発生時の原因究明及び蔓延防止のための試験検査を実施し、健康
被害を防止した。10,132千円

健康福祉局

生活衛生課

4

食肉衛生検査事業 　高松市食肉センターで処理される獣畜のと畜検査及びと畜場の衛生
指導を行い、安全で安心な食肉の流通を確保した。
　また、食鳥処理場に対して、立入検査を行い、施設の衛生的管理及
び食鳥肉の衛生的な取扱いについて指導した。
　また、高松市食肉センターで処理されるすべての牛について、エラ
イザ法によるＢＳＥ（牛海綿状脳症）スクリーニング検査を実施し、
ＢＳＥに感染した牛の食肉としての流通を防止した。16,588千円

健康福祉局

生活衛生課

5

毒物劇物監視指導事業 　毒物及び劇物取締法に基づき、保健衛生上の見地から毒物劇物販売
業者等の登録申請・届出に対する審査及び監視指導を実施することに
より、毒物劇物の適正な販売及び管理等の体制を確保し、保健衛生上
の危害を未然に防止した。126千円

健康福祉局

生活衛生課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

6

墓園・墓地管理事業 　市営墓地を適切に維持・管理するため、清掃、塵芥収集、植栽の剪
定等を定期的に実施するとともに、墓園設備施設の修繕等を行った。

41,683千円

市民政策局

市民やすらぎ課

7

斎場等管理運営事業 　平成２２年度から開始した斎場公園の火葬炉本体の改修について、
２５年度に第１系列（３炉）の改修を行い、１２炉全ての改修を終え
たほか、屋上防水改修工事等を実施するなど、斎場公園ほか５施設の
斎場業務等を円滑に行えるよう、適正な施設の維持管理を行った。

208,518千円

市民政策局

市民やすらぎ課

8

市民葬儀事業 　葬儀の種類及び料金を定め、市が指定する葬儀業者に取り扱わせる
市民葬儀制度を実施した。
　この制度において、利用者の霊柩車運行料を補助するとともに、火
葬料を免除し、市民の葬儀に対する経済的負担の軽減を図り、広く市
民が安心して利用できる葬儀制度の普及に寄与した。

　市民葬儀利用件数
　　Ａ型　１６５件、Ｂ型　３８０件　　合計　５４５件

11,529千円

市民政策局

市民やすらぎ課

9

害虫駆除事業 　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等に基づ
き、市内の用排水路等に薬剤散布を行い、害虫駆除を実施したことに
より、快適な生活環境を確保した。

39,682千円

健康福祉局

生活衛生課

10

公衆浴場施設改善事業
等助成事業

　公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律に基づき、物価統制
令の適用を受ける公衆浴場の営業者に対し、使用した湯屋用水道料金
の２分の１を間接補助した。
　また、高松公衆浴場組合が実施する公衆浴場活性化事業に対して補
助するとともに、公衆浴場の施設改善を行う営業者に対して補助対象
限度額の３分の２以内を補助したことにより、公衆浴場の経営の安定
化に一定の効果があった。10,538千円

健康福祉局

生活衛生課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

13

水道施設等衛生管理指
導事業

　専用水道・簡易専用水道の設置者及び飲用井戸等を利用する者に対
して水道施設立入検査、簡易専用水道届出受付、水道水の水質定期検
査及び飲用井戸等水質検査を実施することにより、飲料水の衛生の向
上に資することができた。

1,141千円

健康福祉局

生活衛生課

11

動物愛護管理事業 　犬の登録や狂犬病予防注射業務を実施したほか、野犬等の保護（収
容）については、捕獲箱の活用など、住民の協力を得ながら実施し、
犬に関する住民の理解を得るため、広報等を行った。
　また、飼い犬の管理に関する苦情、ペットの健康相談等に関する業
務を行い、動物の愛護や適正な飼育方法について、動物愛護推進員等
とともに啓発活動に努めたほか、負傷動物の応急処置を行った。
　また、犬猫不妊去勢手術費補助事業を実施し、犬猫の不必要な繁殖
防止に寄与した。

62,430千円

健康福祉局

生活衛生課

12

環境衛生諸営業等監視
指導事業

　旅館、興行場、公衆浴場、理容所・美容所、クリーニング業、特定
建築物及び化製場の各種営業施設に対して、関係法に基づき監視・指
導等を行ったことにより、環境衛生が向上した。

2,662千円

健康福祉局

生活衛生課
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平成２５年度 施策の概要調書

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
市民政策局、都市整備局

　交通安全教育・啓発活動を推進し、交通安全意識の向上を図り、市民が道路を安心して、
安全に通行できる環境を整える。

施 策 交通安全対策の充実
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

149,922千円 45.0(42.4)

対
象

　市民

目
的

交通安全教室の参加者数 実績値

4,955
103.4%

件 件

達成度

概
要
（

実
績
）

・高松市交通安全都市推進協議会や交通安全母の会連絡協議会等、交通安全活動団体に対し
て助成を行ったほか、交通安全教室や交通安全フェアの開催、交通安全啓発街頭キャンペー
ンの実施や高齢者運転免許証返納促進事業を実施した結果、市民の交通安全意識の向上につ
ながり、高齢者の交通事故防止に寄与した。
・道路反射鏡（カーブミラー）などの設置や、自転車歩行車道を整備したほか、番町地下道
の管理や荷捌き駐車スペース及びタクシーベイの管理・整備を関係機関と連携して行うとと
もに、放置自動車対策にも取り組むなど、交通環境を整備した。
・交通事故相談を実施したことにより、市民の安心な生活の確保に寄与した。

課
　
題

【市民政策局】
　超高齢社会の進展に伴い、高齢者に対する効果的な交通安全対策を推進するとともに、地
元自治会等と協働でより一層交通マナーの向上に取り組むことで、交通事故防止に努める必
要がある。
【都市整備局】
　交通安全施設整備による安全対策を図るとともに、効果的に安全な道路環境整備を推進す
る必要がある。

39,044 47,900
81.5%

人 人

指
標
式

年間実績（減少が望ましい）

交通事故発生件数 実績値 目標値 達成度

4,787

成
果
指
標

目標値

指
標
式

年度実績

②

指
標
名

①

指
標
名
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

交通安全教育等推進事
業

　高松市交通安全都市推進協議会等に助成を行ったほか、市内の小・
中学生、幼稚園児や高齢者などを対象に年齢に応じた交通安全教室の
開催や、街頭での交通安全啓発キャンペーンを実施するなど、交通安
全教育と啓発活動の推進に努めた結果、市民の交通安全意識の向上に
つながった。
　また、高齢者運転免許証返納促進事業を実施したことにより、高齢
者の自動車運転中の交通事故発生の防止に寄与した。

　交通安全教室　７４１回開催
　高齢者運転免許証自主返納者　３１５人

25,428千円

市民政策局

交通安全対策室

2

交通安全啓発推進事業 　交通安全フェアの開催のほか、市内一斉の交通安全啓発街頭キャン
ペーンの実施や交通安全啓発塔の管理を行ったことにより、参加者や
通行者の交通安全意識の向上につながった。
　
　交通安全フェア参加者　約４３，０００人
　交通安全啓発街頭キャンペーン　８７回開催

2,632千円

市民政策局

交通安全対策室

3

違法駐車防止対策事業 　違法駐車防止重点地域に指定する５路線及び、周辺８路線を含めた
市街地中心部において、定期的に違法駐車の状況を調査するととも
に、関係機関と協力して啓発活動を実施した。
　また、荷捌き駐車スペース及びタクシーベイの管理・整備等を関係
機関と連携して取り組むとともに、利用促進に向けた情報の発信を
行った。

45千円

都市整備局

都市計画課

4

放置自動車等対策事業 　放置自動車廃物判定委員会を２回開催し、５台の放置自動車につい
て廃物判定を行った。また、放置自動車への指導、啓発したことによ
り、公共の場所における機能の保全と生活環境の維持向上につながっ
た。

72千円

都市整備局

都市計画課

5

交通安全施設整備事業  交通安全施設整備事業については、道路反射鏡（カーブミラー）、
防護柵、道路区画線、道路照明灯などの設置や、自転車歩行車道を整
備したことにより、交通安全対策を充実させた。

115,171千円

都市整備局

道路管理課
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

8

交通安全対策施設整備
事業

　高松琴平電気鉄道(株)に補助金を支出し、琴電志度線川西第一踏切
改良工事（警報機・遮断機設置）を実施した結果、踏切事故の防止に
つながった。（単年度事業）

2,992千円

市民政策局

交通安全対策室

6

番町地下道管理事業 　クリエイティブ高松プロムナード中央通り整備事業にて整備された
番町地下道において、エレベーター監視設備やモニュメント類の保守
点検業務を行ったことにより、通行者の安全の確保、憩い・安らぎの
場として地下道空間の維持向上に寄与した。

1,164千円

都市整備局

都市計画課

7

交通事故相談事業 　交通事故相談を実施し、交通事故による悩みやトラブルに適切な助
言を行うことにより、市民の安心な生活の確保につながった。

　交通事故相談　７４４件

2,418千円

市民政策局

交通安全対策室

- 158 -



- 159 -



平成２５年度 施策の概要調書

施 策 消費者の権利保護と自立促進
事業費 市民満足度

（括弧は昨年度）

14,463千円 50.6(49.7)

目標値 達成度

208 160

指
標
式

年度架空請求相談件数（減少が望ましい）

まちづくりの目標 人と環境にやさしい安全で住みよいまち

政　策 安全で安心して暮らせる環境の整備

担当局
市民政策局

対
象

　市民

目
的

　消費者が安心・安全に暮らせるために、賢い消費者として自立促進を図る。

課
　
題

　今後も消費者団体の育成と活動の支援を行い、より連携を強化していく。また、変化して
いく悪質商法に対応できるよう、消費生活センターの相談体制堅持及び機能強化を図り、消
費生活における安全安心を確保していくことが必要である。

70.0%
件 件

概
要
（

実
績
）

　第３０回消費者ウィーク・第３５回暮らしをみなおす市民のつどい（５／２５～２６）、
消費者月間記念講演会（５／２９）、夏休み親子消費者教室（８／１）及び多重債務問題研
修会（９／２６）等の、消費者が参加する各種啓発事業を実施したり、消費者団体への支援
を実施したことにより、自立した賢い消費者を育成した。
　消費生活相談員においても、利用した覚えのない有料サイト等の未納料金と称して高額な
料金を請求される「架空請求」を始めとする「不当請求」に関する苦情・被害への対応だけ
でなく、相談員の助言・情報提供等により、相談者自身で自主交渉・自力解決できるよう努
めるとともに、出前講座等を実施して、賢い消費者の育成を図った。
　また、環境に対する省資源意識の向上を図るため、廃食油収集ステーションを２２か所
（収集日数９７日）設置し、６，１９２リットル収集したが、昨年度よりは８１９リットル
減少した。

成
果
指
標

①

指
標
名

架空請求に関する相談件数 実績値
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平成２５年度 主な事務事業の内容一覧

事務事業名及び事業費
事業内容

担当課

1

消費者啓発事業 　自立した賢い消費者を育成するため、「消費者ウィーク」及び「暮
らしをみなおす市民のつどい」を開催したほか、消費者教室の開催
や、石けんの適正使用の促進など、消費者の意識を啓発した。

 第３０回消費者ウィーク・第３５回暮らしをみなおす市民のつどい
（５／２５－２６）
 消費者月間記念講演会（５／２９）
 夏休み親子消費者教室（８／１）
 多重債務問題研修会（９／２６）
 啓発用冊子等作成

2,656千円

市民政策局

地域政策課

4

廃食油収集事業 　廃食油収集ステーションを設置し、廃食油収集を実施したことによ
り、消費者の省資源意識の向上につながるとともに環境汚染の防止に
寄与した。

 収集ステーション数　２２か所
 収集日数　９７日
 収集量　６，１９２リットル229千円

市民政策局

地域政策課

2

消費生活相談事業 　複雑・多様化する消費者被害に対処するため、消費生活相談員を配
置したことにより、消費者保護につながった。

 消費生活出前講座（一般）開催件数　１０件
 消費生活教育出前講座（小学生）開催件数　２０件
 消費生活相談受付件数　１，９８１件

10,268千円

市民政策局

地域政策課

3

消費者団体支援事業 　消費生活の安定向上を効果的に推進するため、消費者のリーダー的
役割を担う消費者団体を育成した。

 暮らしをみなおす市民のつどいに向けての実践活動
 塩江の森こどもたんけん隊の実施
 消費者だより６０号の発行
 エコクラフト工作出前講座の実施1,310千円

市民政策局

地域政策課
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